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どうなるの!? 保育・教育・子育て
～子ども・子育て新システム基本制度の中間議論に学ぶ～

　淑徳大学総合福祉学部　教授

柏女 霊峰 氏

はじめに
　私は、千葉県にあります淑徳大学で、子どもの福祉を中心に担当して、社会
福祉士や保育士の養成などに携わっています。
　子ども・子育て新システムの動向について、それまでの経過をご報告して、
これからの先生方のお考えの参考にしていただければと思います。昨年の６月
29日に「子ども・子育て新システム基本制度案要綱」が閣議決定されて以降、
正式な決定事項はなく、今のところはそれが決定しているものということなの
で、そこへ戻りながら進めていかざるを得ないのですが、ちょうどその報告が
発表される前日にちゃいるどネットでご報告をしました。そのときに、なぜこ
の新システムの検討に至ったのかという経緯まで詳しくお話ししたのですが、
ほとんどの方が初めて私の話をお聞きになるということですので、全体の経緯
から話を進めていきたいと思います。
　資料は、「保育・子育て支援の新しい幕開けに向けて」と、資料- １「幼保一
体化について」、資料２「参考資料」の三つを使ってお話ししますが、『子ども
家庭福祉論』というチラシの裏に、『保護者支援スキルアップ講座』や『保育
相談支援』『保育者の保護者支援～保育指導の原理と技術』といったチラシが
入っています。実は、私は、ソーシャルワークとも違う、カウンセリングとも
違う、保育士の専門性を生かした保護者支援、保育士がその保育技術を使った
保護者支援をどう展開しているかという研究をずっと続けています。これは「保
育相談支援」という技術と命名されてこの４月から保育士養成校に入る学生た
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ちに教えられることになった科目です。受付に、橋本先生や西村先生などと一
緒にまとめた、イラスト入りの『保護者支援スキルアップ講座』の本が取り寄
せられていましたが、もしよろしければお手に取っていただければと思います。

１．子どもを生み育てにくい社会
　なぜ今、子ども・子育て新システムの検討なのかというところから話を説き
起こしていきたいと思います。
　今、わが国においては、子どもを生み育てにくい社会が急速に進行している。
出生率の低下、統計史上最高を更新し続ける子ども虐待件数、保育所・放課後
児童クラブ入所児童数や待機児童の存在がそれを示し、社会養護の下にある子
どもも増加している。子どもが育つこと、子どもを生み育てることを社会が正
当に評価していないため、子育ての苦労が喜びを上回り、厭われていく。子ど
も家庭福祉制度は、児童福祉法制定当初の前提条件が崩れたにもかかわらず、
基本的に当時の体系を維持している。
　これは保育もそうですが、児童福祉法の制定当初は、子育ては第一義的には
ご近所同士の助け合いで、あるいは親族のお互いの助け合いでやってください。
それで駄目な場合は、昼間誰も見ることができない子どもがいたら、その子ど
もについては保育所という施設に通ってもらいます。また、昼も夜も誰も見る
ことができない子どもがいたら、その子どもは養護に欠けると行政が認定して、
児童養護施設や乳児院、あるいは里親の下で暮らしていただきます。でも、あ
くまでもそれは行政が「保育に欠ける」「養護に欠ける」と認定した場合だけ
であって、それ以外の場合は基本的に隣近所や親族のお互いの助け合いでやっ
てくださいという前提条件がついていました。
　ところが、世の中が豊かに便利になっていくにつれて、私たちはその前提条
件そのものを失っていくことになります。つまり、隣近所で子どもを預け合う
関係や、おじいちゃん、おばあちゃんが子どもの面倒を見たり、あるいはお兄
ちゃんが弟の面倒を見たりということがなくなってきたわけです。ところが、
システムは変わっておりません。相変わらず「保育に欠ける」、あるいは「養
護に欠ける」と認定されない限りサービスは利用できないというシステムに
なっています。ここに乖離が生じてしまって、保育に欠ける子どもたちがいわ
ばどんどんつくられていくような状況になっていったと言えるかと思います。
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　これに対して高齢者や障害者の制度は、これは善かれ悪しかれですが、そう
いう時代になってきた状況に合わせて、システムの改革を行ってきています。
例えば、今から10年ほど前に介護保険制度が導入されました。介護ももともと
は隣近所や親族のお互いの助け合いでやってください、それで駄目な場合は特
別養護老人ホームに入所してもらいますというようにしていたのですが、その
前提条件が崩れてしまいましたので、みんなでお金を出し合って、みんなの助
け合いでやろうではないかという仕組みにしたわけです。これが保険制度です。
介護保険という制度を作って、そこに介護保険のためのお金を拠出して、介護
が必要になったら権利として介護サービスを受けられるようにしよう、その
サービスは施設入所サービスだけではなく、いろいろな在宅サービスをたくさ
ん用意して、家庭で介護している場合も使えるようにしようではないかという
仕組みに変えたわけです。
　障害の制度についても、お金は税金でしたけれども、そうした助け合いの仕
組みに変えていきました。障害者の場合は、それが実情と乖離していたために、
今、それはおかしいのではないかということで、制度を改正しようという話に
なっているわけです。そのように、善かれ悪しかれ高齢者や障害者の制度は時
代に合わせてシステムを変えてきたのに対して、子育ての場合は、まず親が育
てて、それを周りの人が助けてくれるという前提のままで進んできています。
ところが、その周りの人が助けてくれるという条件がなくなってしまったので、
子育ての負担が両親だけにかかってきて、子育てがとてもしんどい状況になっ
てきて、虐待などが急激な勢いで増えているという状況にあるかと思います。
　こうした動向の中で、もちろん政府は何もしなかったわけではないのですが、
事態の進展の方が改革を上回ってきて、もうこのままでは駄目だという状況に
なっていって、ついに昨年の６月29日、「子ども・子育て新システムの基本制
度案要綱」を閣議決定したわけです。つまり、子どもの仕組みもリニューアル
しなければ駄目だということです。

２．子ども家庭福祉制度改革の基本方向
　先ほど言いましたように、もちろん政府も何もしなかったわけではなく、こ
の10年ぐらいずっと改革を進めてきていました。改革の基本方向は、好きで結
婚して好きで子どもを生んだのだから、あなたたちだけで育ててくださいよと
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いう「子育ての私的責任」を強調する立場から、あなたのお子さんだけれども、
社会の子どもでもあるのだから、社会全体で助けていかなければ駄目なのでは
ないかという「子育ての社会的意義」を強調する考え方に少しずつシフトさせ
ながら、「必要な支援や介入を進める」。つまり、あなたの子どもだけれども、
社会の子どもでもあるので、応援はしますよ。その代わり、あなたの子育てが
適切でない場合は、あなたに子育てを任せることはできないので、あなたから
子どもを切り離しますよ。今までの、お金を出さない代わりに口も出しません、
親族の間で育ててくださいという考え方から、お金も出す代わりに口も出しま
すよという考え方に方針転換を図りました。支援と介入の二通りの政策が同時
に進められているということになります。
　ご案内のように、この国会には親権制度改正の法案が出されることになって
います。つまり、適切な子育てが行われず、子どもを虐待している親に対して
は、親権を停止するという制度なども設けられます。そうした介入と支援の二
つの政策が同時に進んでいるということになるかと思います。
　平成12年度がその分岐点です。平成12年度に、いわゆる「児童虐待防止法」
が定められました。また、応援する方では、こどもの新エンゼルプランが平成
12年から始まっています。「児童虐待防止法」は家庭の中に公権力が介入する
という政策であり、新エンゼルプランは家庭での子育てを応援する国家計画と
いうことになります。この二つが同時に施行された平成12年度（2000年度）が
政策の分岐点だと私は考えています。そして今、次世代育成支援政策という応
援の政策が進められ、かつ、介入政策としては親権制度の見直しなどが進めら
れているということになるかと思います。

３．新システムの検討
　2009年に新しい政権が誕生すると、子ども手当の創設が大きな政策課題とし
て浮かび上がってきました。子ども手当制度も、社会で子育てという基本的な
考え方に変わりはありません。しかし、お金があっても、保育・子育て支援サー
ビスが整備されていなければ使えないということになります。
　この15年間、保育所入所児童は全国で48万人増えました。平成７年度当初は
160万人、昨年の４月は208万人ですから、15年間で４分の１以上増えている
わけです。従って、例えば15年前に定員100人だった園が125人になっていれ
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ば、それは決して増えたわけではなく、普通だということになります。
　48万人も増えたのに、保育園は500カ所ほどしか増えていません。500カ所で
48万人をもし吸収すると、定員1000人の保育所が500カ所できたことになりま
す。こんなことはあり得ませんので、統廃合による保育所数の減少を勘案して
も、先生方の園に子どもがどんどん詰め込まれているということになります。
つまり、詰め込み政策を取ったわけです。これまでは短時間勤務保育士は２割
までしか置けなかったのですが、それが青天井になって、今、公立では６～７
割が非常勤で常勤が３～４割とか、千葉などでは常勤は１割で非常勤が９割、
つまり園長先生と主任ともう一人ぐらいが常勤で、あとは全員非常勤という園
もあります。そういう規制緩和をして、どんどん子どもを詰め込めるようにし
ていったわけです。
　なぜそのような詰め込み政策を取ったのかというと、やがて子どもは減るか
らです。保育所入所児童が減るかどうかは分かりませんが、やがて子どもは減っ
ていきます。今、ちょうど第３次ベビーブームが終わったところです。子ども
が少ない、少ないと言われていますが、今から５年ぐらい前が、恐らく第３次
ベビーブームのピークだったはずです。
　第１次ベビーブームは昭和22年から24年で、そのときには270万人の赤ちゃ
んが生まれていました。この赤ちゃんが出産期を迎えたときに、第２次ベビー
ブームになりました。そのピークの昭和48年には、209万人の赤ちゃんが生ま
れました。約60万人減りました。この昭和48年（1973年）に生まれた赤ちゃん
は、今年38歳になります。今、女性の平均初婚年齢が28歳半ですので、それか
ら１年ちょっとたった30歳ぐらいに最初の赤ちゃんが生まれて、その１～２年
後に２番目の赤ちゃんが生まれるとすると、その人たちが32～33歳ごろに第３
次ベビーブームのピークになっていなくてはなりません。そうすると、今から
５年ぐらい前が第３次ベビーブームのピークであっただろうと考えられるわけ
です。
　そのときに何人の赤ちゃんが生まれていたかというと、110万人です。第２
次ベビーブームに比べて、第３次ベビーブームは100万人減っているわけです。
この減り方でいったら、第４次ベビーブームは恐らく60万～70万人になるので
はないでしょうか。政府の方では確か70万人ぐらいと予測していたような記
憶があります。そうすると、これから赤ちゃんはどんどん減ってくるわけで
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す。絶対に増えません。ですから、今のうちに詰め込んでおいて、あと５～10
年を我慢して乗り切れば空いてくるはずだと考えてもおかしくありません。
　事実、私は第１次ベビーブームの少し後に生まれたのですが、私たちのとき
も、第２次ベビーブームのときも、新しい学校を造らずにプレハブの校舎を建
てて乗り切ってきたのです。保育所もそれをやって乗り切れば、後は空いてく
る。今保育所をどんどん建てても、どうせ閑古鳥が鳴くのだから、そんなこと
はやめようというように、政策を行ってきたわけです。ところが、そうやって
48万人詰め込んでも待機児童は減らないではないか、どんどん潜在需要を引き
起こしているではないか、一体どれだけの人が利用したいと思っているのだろ
うということで２年ほど前に政府が調査したのです。そうすると、当時、３歳
未満児を保育所に通わせている人が２割で、家庭で子育てをしている人が８割
でした。今、保育所を利用しているのは全国平均24％、ですから４人に１人で
すが、当時は10人に２人ぐらいでした。
　一方、このときに調査をしたら、38％とか44％とか幾つかの数字があります
が、大体10人中４人が保育園に子どもをお願いして仕事と子育てを両立させて
いきたいと願っていたわけです。そうすると、保育所の０、１、２歳児枠を倍
にしなければ、希望する方を全部保育所に吸収することはできないという話で
す。もちろん、将来的に０、１、２歳児は減っていきますから、完全な倍では
ありませんが、その10人中４人の子どもたちは、そのまま３歳児、４歳児、５
歳児クラスに入っていきます。それが大体どれぐらいになるのだろうかという
ことで試算すると、大体100万人ぐらいになったのです。こうして平成20（2008）
年２月に、新待機児童ゼロ作戦が定められました。
　あと100万人詰め込まなければいけないとなると、飛躍的に保育所を増やし
ていかなければいけない。しかし、今のような認可制度では急速に増やしてい
くことができない。公立保育所を山ほど造る時代でもないし、今はもちろん株
式会社も入れるけれども、社会福祉法人しか認可されない。そういう制度のま
まではうまくいかないのではないか、新しい仕組みを考えなければいけないと
いうことになったわけです。これが３年前です。
　そして、政府で、特に厚生労働省で検討が始まりました。少子化対策特別部
会が設置されて、飛躍的に保育所のサービスを増やしていかなくてはいけな
い。保育所だけではなく、介護のときに在宅サービスを増やしたように、デイ
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サービスやホームヘルプサービスや一時預かり等々の地域子育て支援という
サービスも併せて増やしていかなければいけないということになりました。
　そして、前の自公政権のときにこの検討が始まって、そのときにモデルにさ
れたのが介護保険の仕組みです。つまり、11年前、介護地獄という言葉に象徴
される事態が深刻化し、介護サービスを増やしていかなければいけないときに、
介護保険という仕組みを作って、施設や在宅での介護サービスを飛躍的に増や
した経験から学んだことを保育に適用すればいいではないかと政府の政策担当
者は考えたのです。そして、少子化対策特別部会では、介護保険の仕組みをま
ねた形で保育所を増やしていくということで検討が進められたわけです。
　ところが、おととしの夏、その検討が続けられていたさなかに政権が替わっ
たわけです。新しい政権になると、保育所だけ増やすのでは限界があるのでは
ないか。空いている幼稚園を保育所的にもし使えるとするならばサービスを飛
躍的に増やしていくことができるのではないか。また、この際、マニフェスト
に掲げたこともあり、幼稚園と保育所を一体化する方向性を考えようというこ
とにしたわけです。
　そうすると、厚生労働省で検討していたのでは幼稚園と保育所を一緒にする
ことはできません。ですから、検討の場を内閣府に変えたのです。政策の総合
調整をする内閣府が中心になって、厚生労働省と文部科学省に声をかけて、「新
たな仕組みを作るからよろしく」というようにしたわけです。その「よろしく」
と言ったときに、文部科学省はびっくりしました。そんな検討は今まで全くあ
りませんでしたし、幼稚園関係者は、「厚生労働省で保育所を増やすサービス
をやっているんだな」ぐらいに見ていたわけです。「詰め込まれて大変だな。
でも、幼稚園も希望者が少なくなっているし、このままではじり貧だよな」と
幼稚園関係者も思っていたのが、突然一緒になったわけです。
　厚生労働省の方では介護保険の仕組みでいくというやり方をずっと推し進め
ていたので、内閣府でやるときに、厚生労働省側は、今まで検討してきてほぼ
出来上がっている素案があるから、それでいこうと声を掛けました。文科省の
方は「それでいくのか。介護保険でやらなければいけないのか。幼児教育はど
うなるのか」という話で、ここで意見の相違が去年あったわけですが、そうは
いっても新しいシステムでやるから、政治主導ですよという形で、６月29日
に子ども・子育て新システムの基本制度案要綱ができたという流れになりま
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す。ここまでは、政治主導で来ました。もちろん、厚労省で検討していた介護
保険制度に似た仕組みを作ろうという話については、私は入っていませんでし
たけれども、少子化対策特別部会で審議会方式で現場の先生方や研究者の意見
を聞きながらまとめていたわけですが、新政権は政治主導でやるというように
政策の立案の方法を全く変えましたので、６月29日の決定には研究者や現場の
先生方はかかわっていないということです。
　では、閣議決定したはいいけれども、それをどうやって作っていこうか。具
体的に制度化していくに当たっては、研究者や現場の意見をちゃんと聞かない
と使えないものになると政治家も考えたわけです。そして、昨年の９月から10
月にかけて、この新システムの基本制度をどう作るのかというワーキングチー
ムと、幼稚園と保育者を一体化してこども園を作るという幼保一体化ワーキン
グチーム、そして、幼稚園と保育所を一緒にしたら幼稚園教育要領と保育所保
育指針を一本にしなければいけないので、そのための子ども指針のワーキング
チームを作りました。これをどこに作ったかというと、審議会ではありませ
ん。子ども・子育て新システム検討会議には、新システムをどうやって作って
いくかということを決定していく、副大臣と政務官で構成される作業グループ
があって、その作業グループの下に、日保協、私保連、全保協の代表の方や幼
稚園関係の団体の代表の方、あるいは研究者が入った三つのチームが作られて
います。
　そして、この三つのチームで決めていくのではありません。三つのチームが
決めているのではないかと誤解されているようですが、ここは決める場所では
なく、意見交換をする場所ということで設置されています。つまり、ここには
必ず作業グループの人が来ていて、その前で意見を交換すると、作業グループ
の人がその意見を取り上げて、「この制度で行こうではないか」というように、
決める人が知恵を授けてもらう、あるいは合意を得ていくための御前会議のよ
うなものになります。
　これは、最初、私たちもすごく戸惑ったのです。審議会とは違うのです。審
議会というのは、議論をして、そこで決めて、それを採用するかしないかは政
府が決めることですが、報告書を書くのです。ところが、これは意見交換の場
ですから、それがどうやって反映されたか、誰の意見が反映されたのか、誰
の意見がなぜ反映されなかったのかということは一切返ってきません。そし
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て、議論が進められていくということになります。
　私は、幼保一体化のワーキングチームに入っています。大阪だと山縣先生が
三つに入っています。山縣先生は、今、大変ですよ。特に去年などは基本制度
のワーキングチームは週１回ぐらい開かれていますから、もう一つが月２回、
もう一つが月１回となると、週２回ぐらい行ったり来たりされていました。私
よりも年が少し下なのですが、「体力は持つの？」「大丈夫？」と声を掛け合っ
て励まし合っています。
　私は幼保一体化に関するディスカッションをしていて、基本制度ワーキング
は、基本制度のシステムはどう作るべきか、介護保険に似た仕組みをどう作る
かという議論をするところですが、障害とか社会的養護の問題もやっていて、
新システムに社会的養護や障害を持つ子どものこともちゃんと書けというよう
なことを言っているので、こちらへ呼ぼうということで１回呼んでもらって、
知恵を出しているということです。
　これらのものは全部、内閣府のホームページをご覧いただくと見ることがで
きます。ただし、議事録がすごく遅れています。内閣府もこれを全部運営しな
ければならないので、とても忙しいようです。ですので、議事録はまだあまり
公表されていませんが、資料は毎回のものが全部公開されています。今日はそ
の中の資料を使いますので、またご覧いただければと思います。議事録が遅い
ということで問題になりまして、次回から、基本制度ワーキングと幼保一体化
ワーキングについてはインターネットで動画配信するという話になりました。
動画配信で記録が残りますし、この人がしゃべっているときはこの人は難しい
顔をしているという構図や、いろいろな人生模様が見えますのでよかったらご
覧いただきたいと思います。実は障害者制度改革関係の会議は既に動画配信さ
れていまして、私もその委員になっているのですが、そんなことで今検討され
ていて、今日は保育園と幼稚園の先生が中心ですので、幼保一体化のところを
お話ししたいと思います。

４．要保護児童家庭福祉
　新システムの検討に合わせて、要保護児童福祉関係もリニューアルしようと
いうことで、障害児支援や社会的養護関係の議論も同時並行で行われています。
これは直接関係するわけではないので、関心のある方は後でお読みいただきた
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いと思います。

５．子ども・子育て新システム基本制度案要綱制定に至る経緯とそ
の内容

　昨年の６月に定められた基本制度案要綱がどんな内容なのかということです
が、基本になるのは、平成15年の「社会連帯による次世代育成支援に向けて」
という報告書です。その後、介護保険を模した仕組みだということをそこに書
いてあります。
　確認しますと、２ページの下から６行目ですが、「本システムにより子ども
家庭福祉の財源は一元化され、保育・子育て支援制度は、基本的に個人給付（幼
保一体給付（仮称）等）に基づく公的保育契約により実施されることとなる」。
つまり、介護保険政策とほぼ一緒と考えていただいていいです。要保育度を決
めて、要保育度認定をされたら、その認定証明書を持って自分が使いたいサー
ビスのところに行って、つまりこども園ならこども園に行って、「私は要保育
度２の証明書を持っているので、おたくでサービスを受けたい」と言うと、言
われた方は正当な理由がない限り断ってはいけないということで、そこで契約
が成立という制度にしようということです。
　具体的には149ページをご覧ください。
①　市町村が実施主体となり、国・都道府県などが重層的に支援する仕組みと
する。
②　具体的には、国庫補助負担金や労使拠出、事業主拠出金等からなる子ども・
子育て財源を一本化して国に『子ども・子育て勘定』を設け、子ども・子育て
包括交付金として市町村に交付。市町村は当該交付金を特別会計とし、地方財
源と合わせて具体的事業を実施し、かつ、住民のニーズに応じた保育・子育支
援の給付を行う。
　説明しますと、今、子ども・子育て支援というのは、大きく二つのお金で行
われます。一つは税金です。保育所や幼稚園はどうしても税金が使われていま
す。もう一つは社会保険です。育児休業中の所得保障や妊婦健診などは社会保
険で給付が行われています。先生方も、当然のことながら社会保険料と税とい
う別々の財布にお金を払っていて、その別々のところから保育と子育て支援の
サービスが出ているわけです。そのために、なかなかうまく整理が進まないと
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いうことが起こっていますので、それを一本化しようということです。
　例えば、女の子が生まれたとします。そのご夫婦がそれぞれ月額25万円、20
万円のお給料をもらっていたとします。そして、その子が１歳になるまで育児
休業を使おうということで、仮に女性の方が育児休業を取ると、育児休業中の
所得補償は原則として半分ですから、毎月10万円の育児休業の給付金が、雇用
保険の財布からそのご家庭に届けられることになります。この雇用保険の財布
は誰が払っているかというと、一部国庫負担もありますが、一般のご家庭の方
と事業主が半分を負担しているわけです。簡単に言えば、10万円もらううちの
５万円はみんなの助け合い、つまり働いている人が払う社会保険料、残りの半
分が事業主の負担ということでお金が回っているわけです。
　ところが、この方が育児休業を取らないで、民間の保育所に入ったとします。
そうすると、国の基準で言えば、保育単価は地域によって異なりますが、約15
万円です。つまり、乳児を１カ月育てると、15万円のお金がかかるのです。こ
のお金は、当然、親に全部負担してもらっているわけではありません。親の収
入によって保育料が違うのですが、仮に保育料が３万円だったとすると、残り
の12万円は、国が６万円、府が３万円、市が３万円を負担しています。もし市
がもう少し加算で付けていればもっとたくさんになるのですが、国の基準で保
育園をやっているとすればそういう負担になります。公立の場合は、地方交付
税では入っていますが、国、府の分担としてはお金が来ないので、市が12万円
全部負担しています。公設公営で行けば行くほど市の負担がどんどん増えてい
きますが、民営化すれば国や府からお金が９万円来るので、民営化した方が市
の財源を効率的に使える、もっと保育所を増やすほうなどにお金に使えるとい
うことで、公設民営化が進むわけです。そうなると、国も府も市もお金を負担
しますが、これはすべて税金ということになります。
　そうすると、何が起こるか。育児休業を取る人が増えれば増えるほど、社会
保険料が上がることになります。もう一つは、事業主の負担が増えることに
なります。一方、育児休業を使わないで乳児保育を使ったらどうなるという
と、ただでさえ少ない国の税金が、どんどん保育所の方に出ていきます。育児
休業を取ってくれれば６万円は出ないので、国は事業主の財布をあてにする
ようになります。だから、イクメンプロジェクトを推奨し、働き方の見直し
をしよう、もっと働きやすい環境を作ろうと言うのです。育児休業を進めれ
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ば進めるほど、国は税金が助かります。もちろん、イクメンプロジェクトは、
素晴らしいプロジェクトだと思っていますが・・・。
　ただ、企業にとっては、そんなことをされたらたまったものではありません。
そこで、「もちろん育児休業も大事だけれども、国際競争に打ち勝つためには、
やはり乳児保育をもっと充実させていくべきでしょう。乳児保育で保育士が来
ないのだったら、保育士でなければいけないということはないでしょう。子育
てを終えた方にちょっと研修していただいて准保育士という制度を作ったらど
うですか。今、看護師だって准看という制度があるでしょう。保育士だって准
保育士制度を作ってもいいではないですか。規制をどんどん緩和してはどうで
すか。保育所の面積基準はたとえば乳児１人当たり1.65平米などとなっている
けれども、基準の根拠はあるのですか。ないではないですか」というようにし
て乳児保育を増やそうと言うわけです。つまり、お互いがお互いの財布をあて
にするということなのです。さすがに准保育士制度創設は沙汰やみになってい
ますが・・・。
　これは、昨年６月に聞いていただいた方は、「そうか、夫婦の財布か」と思
い出していただけるかもしれません。つまり、晩ご飯代を夫婦のどちらが出す
か。洋食を食べたら夫持ち、和食を食べたら妻持ちと約束をするのです。和食
を食べると妻持ちですから、夫は「今日は和食を食べない？」と言い、妻は当
然のことながら「洋食が食べたい」と言うわけです。お互いにそこでやりとり
があって、今日は洋食ということになると、夫は「洋食だから、今日はトース
トにしよう。トーストだって洋食でしょう。翌日は和食だぞ」。妻は何と言う
かというと、「分かりました。じゃあ、しょうがないからおにぎりにしよう」。
毎日、トーストとおにぎりだけ食べていて、２人とも栄養失調になりました。
それではうまくいかないでしょうという話です。
　それなら真ん中に大きな財布を作って、夫も２万円、妻も２万円出して、こ
の４万円でおすしを食べ、「おすしを食べてお金を使ってしまったから、次は
トーストにしておこう」とか、「中華もたまにはいいな」「エスニックも食べよ
う」というようにしてはどうか。この４万円の財布は晩ご飯にしか使ってはい
けないけれども、晩ご飯だったら何に使ってもいいというお金にしようではな
いかと決めれば、これはすごく合理的な考え方です。これが子ども・子育て勘
定です。
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　これを例えば子どもの人口に合わせて市町村に配分して、子どものための特
別会計を作ってもらって、子ども・子育てサービスに使うのだったら何に使っ
てもいいけれども、橋や道路には使わないでください、あるいは高齢者福祉に
は使わないでください。でも、子育て支援に使うのなら、育児休業中の10万円
に充ててもいいし、乳児保育のお金に充ててもいいし、それはそのときのその
市町村の実情で考えてくださいということです。例えば、中小企業が多くて、
育児休業がなかなか取れない職場が多い市町村であれば、乳児保育に充ててい
こうとか、大企業がたくさんあって育児休業が取れるような環境が整っている、
あるいは国立の研究所がいっぱいあるような市であれば、育児休業中の所得保
障を中心にして、乳児保育は少なくてもいいとか、それはそれぞれの事情で決
めればいい。そういう仕組みを考えようというのが②です。
③給付の内容は、基礎給付（すべての子ども・子育て家庭が利用できるもの）
と両立支援・保育・幼児教育給付（仕事と家庭の両立支援のための給付）の２
階建てとし、ここには育児休業中の所得補償も入りますし、乳児保育も入りま
す。いろいろな給付がここでできてくるわけです。家庭的保育も新しく作るな
ど、いろいろなメニューをそこに作っていく。先ほど言ったように、和食と洋
食だけではなく、エスニックも中華も、いろいろなメニューを作って、晩ご飯
をいろいろ組み合わせて食べようということです。
④その中の一つとして幼保一体給付を作ります。「保育に欠ける要件」を撤廃
して幼児教育と保育をともに提供するこども園を創設し、幼稚園と保育所の一
体化を図りましょうということです。
⑤給付の仕組みとして、まず、客観的な基準に基づく保育の必要性を認定する。
　これは、要保育認定という言葉は使われていませんが、要介護認定と同じよ
うなもので、長時間の認定と短時間の認定の２段階ぐらいにしようということ
です。週３日とか、１日５時間ぐらいとかのパート労働に対応するのが短時間
型の認定で、これは言ってみれば要保育度１ということになるでしょう。そし
て、長時間タイプは要保育度２です。介護は１～５まであるのはご存じだと思
います。私の父は要介護度が４で、ほとんど寝たきりですが、４の場合だと30
万円分、介護サービスを組み合わせて使うということになっています。そして、
自己負担が１割ですので、３万円負担しているということになります。要保育
度の場合も、長時間型と短時間型で使えるサービスを変えるということです。
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　そして、「それに基づいて、市町村の関与の下、利用者と事業者の間の公的
保育契約制度を導入する。給付は利用者補助方式とし」、つまり、介護保険も
そうですが、30万円のサービスが使えるのは私の父です。ですから、本当は30
万円をもらって、そのお金で30万円分のサービスを買えばいいのですが、そん
なことをして、柏女がそのうち20万円を毎月飲んでしまうなどということに
なってしまうと困ります。父親のためのお金なのに、私が勝手に使うと困るの
で、自己負担として１割分の３万円分だけ払ってください、残りは現物で給付
します、それは介護サービスを使った場合に使えるのですからあなたにお金は
渡しません、事業者にお金を渡しますというやり方にしています。「公定価格
を基本としつつ、現物給付として保育サービスを提供する」というのは、つま
り保育という現物給付にして、お金では渡さないということです。そして、保
育サービスの量を増やしていかなければいけません。
⑥「多様な事業者参入による基盤整備を図るため、幼保一体給付のサービス類
型ごと（こども園、家庭的保育者、訪問型等）に事業者を指定し」、つまり、
幼稚園の設置基準や保育所の最低基準を満たしているところを、認可ではなく
指定します。介護も条件を満たしているところは指定事業者を銘打つことがで
きるのと同じように、保育も条件を満たす場合は指定事業者になってもらっ
て、その指定事業者がサービスを提供するという仕組みを導入するということ
です。要保育認定を受けた人は、指定事業者の中から「私はどのサービスを組
み合わせて使おうか」と考えて、Aというこども園がいいと思ったら、そこへ
行ってサービスを受けるという形になります。
　そして、「あわせて多様な主体のイコールフッティングをめざす」というのは、
株式会社やNPOなど、社会福祉法人や公設・自治体立以外のところが参入で
きるように障壁をなくす。具体的には、今、株式会社の場合は施設整備費が出
せない、社会福祉法人や公設公営だと施設整備費が出せることになっているの
を、両方ともやめて、その分を保育単価に平等に上乗せしようということが提
案されています。
⑦これらの仕組みについては、国及び地方の恒久財源の確保を前提とす
る。つまり、量を圧倒的に増やしていくのに、お金の額を変えなければ薄
くするしかないわけです。それではまずかろうということで、恒久財源が
確保されることを前提にこの制度を作るということになっています。恒
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久財源のあり方については、連日、新聞やテレビで報道しているよう
に、税と社会保障の一体改革の中でどうするのかを６月までに決めることに
なっています。消費税になるのか何になるのか分かりませんけれども、とにか
く子どもに使うための恒久財源を確保した上でこの制度を作るということで
す。
⑧この仕組みをこの国会に提出するということです。そして、「平成25年度施
行」ですから、再来年の４月からこの制度を始めるということになるわけです。
ちょっと無理筋のところもなきにしもあらずという感じですが、今、それに向
けて議論が行われています。
　そして、昨年の10月から、三つのワーキングチームで意見交換をしながら政
務三役と官僚で方針を決めているわけですが、その議論が、基本制度チームで
は、先ほど言った晩ご飯のための財布をどう作るか、そこからどのようにお金
を流していくか、幼保一体化のチームはこども園をどう作っていったらいいか、
こども指針のチームはこども指針を作るということです。今日は幼保一体化を
中心にお話をしますが、基本制度のお話をしますと、今、基本方針についてま
だ十分な合意が得られておりません。市町村会などの地方の自治団体が、「今
さら特別会計を作るのではなく、今は一般財源化すべきだろう」ということで、
真ん中にお財布を作ることに反対しているのです。企業の方も、なぜこんなと
ころにお金を出さなくてはいけないのかと言っています。つまり、そこにお金
を出したら、こちらは和食だけのつもりなのに、洋食にも中華にもエスニック
にもお金が使われてしまう、これはおかしいでしょうという話です。
　そこで意見交換をするわけです。議事録を読んでいただくとそうなのです。
話はなかなか難しいのですが、これはカツ丼は和食か洋食かについて話して
いるのだ、夫婦の財布を作る話だと思ってもらえば分かりやすいと思います。
４万円の分け方などが問題になっています。こども指針の方は、25年の４月に
新しいものが始まるのだから、そこまでに作ればいいという話でゆっくりした
ペースで来ているのですが、委員の中には、「日本の子どもをどう育てるかと
いう指針を作ってから、制度を作るのが筋ではないか」というまっとうな意見
もあります。私は大賛成ですが、そうはなっていません。
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６．検討のスケジュールと現在の検討状況
　６−１．スケジュール

　次に、最新の幼保一体化の議論がどうなっているのかということですが、「幼
保一体化について（案）」という資料をご覧ください。その後、幼保一体化のワー
キングチームの中で第１案から第５案まで出るなど、いろいろ断片的に新聞に
出ていたと思います。あっちへ行ったり、こっちへ行ったり、やや迷走気味だっ
たのですが、恐らく政府はこの案（１月24日に出された案）を基本として進め
ていくのではないかと思います。この案については、１月25日にかなり大きく
朝日新聞で取り上げられています。これはしっかりとポイントを押さえていて、
私なども研修会でよくその記事を使っているので、その記事をお読みいただく
と分かりやすいのではないかと思います。
　その１カ月後、２月24日に第７回の議論が行われました。そのときは、障害
を持った子どもやアレルギーの子どもなどの特別な配慮を必要とする子どもた
ちへの入所の応諾義務の話や、臨時休業をどうするかという議論もする予定で
したが、１月24日に出された案ではない方がいいという考え方や意見が出て、
２月24日にはこの資料に基づく議論が行われました。ですので、今日はその議
論を中心にお話ししたいと思います。
　そして、３月にも開かれる予定になっているのですが、３月は２月24日に出
された政府の資料を中心に付加的資料も出されたうえで、議論が行われること
になっています。私は、障害児がこども園でどんなふうにサービスを使えるよ
うにしていったらいいのかという意見書を出していますが、今日はそれは用意
していません。

　６−２．幼保一体化の目的

　幼保一体化の取り組みには、三つの視点があります。
　一つ目が「仕事と子育ての両立のための支援が進み、就学前の子どもの約６
割が幼稚園から小学校に入学する一方、保育所からも約４割が小学校に入学す
る中で、幼稚園・保育所を問わず、希望するすべての子どもに対し、生涯にわ
たる人格形成の基礎である質の高い幼児教育・保育を保障する」という主とし
て幼児教育の振興の視点です。
　これについては私もかみついているのですが、「幼児教育」という訳の分
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からない言葉を入れてしまったために、随分混乱しているのではないかと思
います。つまり、「幼児教育」など、法律上にはどこにも書いていないので
す。教育基本法も、「幼児期の教育」が大事だということで、幼児期というのは、
１歳児だって２歳児だって教育があるではないか。保育所は養護と教育が一体
化となって保育といって、０歳児、１歳児、２歳児から教育の視点でかかわっ
ているわけで、それを幼児教育の視点と言ったときに学校教育だけを指すのは
おかしいだろう。学校教育で言えば、幼稚園も教育をするとは一言も書いてい
ません。保育をすると書いてあるわけです。保育所も保育をするし、幼稚園も
保育をするところだというのに、どうして「幼児教育」という言葉をここで使
うのか。これが大きな混乱をもたらしているということを、前回２月24日に発
言いたしました。
　二つ目が「仕事と子育てを両面で支援するなど社会全体で次代を担う子ども
の育ちを支えるという主として次世代育成支援の視点」、三つ目が「家庭や地
域の教育力・子育て力の低下、保護者の多様なニーズ等を踏まえ、家庭や地域
の実情、保護者の多様なニーズ等に応じ、希望するすべての子ども及び子育て
家庭を支援するという幼児教育の振興・次世代育成支援共通の視点」、そうい
う三つの視点があるということです。もちろん待機児童の問題も入っています。
　幼保一体化の目的は、今の三つの視点から次の３点を考えようとしています。
１点目が「質の高い幼児教育・保育の一体的提供、世界に誇る幼児教育・保育
をすべての子に」ということです。ここも私は、「障害を持った子どもたちを
こども園から排除して、すべての子どもですか。『すべての子ども（障害児を
除く）』ではないですか」という話をしてかみついています。この障害児をど
うするのかという議論が次回行われることになります
　２点目は「保育の量的拡大」です。これは量的な拡大で、待機児童対策とい
うことになります。つまり、100万人分のキャパをどうやってここで確保して
いくかということです。　３点目は「家庭における養育支援の充実」です。「支
援を必要とするすべての親子がすべての地域であらゆる施設において支援を受
けられるように」する。ここに障害を持った子どもたちや社会的養護の者も入
るわけですが、こども園ではそこをどの程度受け入れていくのかということに
ついて結論は示されていません。
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　６−３．幼保一体化の具体的仕組みとその効果・進め方

　6−3−1．給付システムの一体化～子ども・子育て新システムの創設～
①基本制度ワーキングにかかわることなのですが、給付システムの一体化につ
いては、地域における幼児教育・保育の計画的整備ということで、市町村に新
システム事業計画を策定してもらおうと言っています。つまり、子ども・子育
て勘定から各市町村に子ども・子育て支援にしか使えないお金を渡すので、こ
のお金をどう使うのかという計画を各市町村で作ってもらおうということで
す。
　「市町村は、地域における幼児教育・保育の需要をはじめ、子ども・子育て
に係る需要の見込み及び見込み量の確保のための方策等を内容とする市町村新
システム事業計画を策定する」「市町村は、当該計画に基づき、幼児教育の需要、
保育の需要など、地域の実情等に応じた幼児教育・保育の提供体制を計画的に
整備する」。ここも幼児教育と保育を分けていて、これはおかしいのではない
かという議論が幼保一体化のチームでは出ているのですが、ここでは、幼児教
育を担当する施設群や保育を担当する施設サービスをどれぐらい用意したらい
いかを市町村で決めてくださいということです。そして、「家庭における養育
を支援する事業（地域子育て支援拠点事業等）についても、計画を立てる」と
いうことです。
②多様な保育事業の量的拡大ということで、「客観的基準を満たした施設及び
多様な保育事業への財政措置を行うことにより、多様な事業者の保育事業への
参入を促進し、量的拡大を図る」「待機児童の解消を図る観点を踏まえ、具体
的枠組みを検討する」ということですが、これについては資料１の３ページを
見てください。
　指定制度とはどういうものかということなのですが、現行は、幼稚園と保育
所の認可があります。それによって財政措置は、幼稚園の場合は私学助成と就
園奨励費、保育所の場合は保育所運営費というように事業主にお金が行くとい
う仕組みになっています。新たな制度ではこれを変えて、幼稚園の認可も残ら
ないわけではないし、保育所も一部残ることになるのですが、基本的には幼稚
園と保育所が一体となったこども園の認可を出そうということです。そして、
そのこども園の認可基準と、財政措置については指定基準という２本立ての基
準にするということです。今、高齢者や障害者の施設は認可基準と指定基準が
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ありますが、保育所や児童福祉施設もそうしていこうというものです。つまり、
認可はいろいろな人権を配慮する上で必要な基準を満たしているものというこ
とで、指定基準は財政的に補助するための基準ということになって、基準の次
元が違うわけですが、ほとんど一緒と考えていただいても間違いないと思いま
す。
　この指定基準を満たしている場合には幼保一体給付の対象になるということ
です。従って、先生方の園の多くは、こども園の認可を受け、そして子ども施
設としての指定を受ける。そうすると、幼保一体給付の認定証明書をもらった
利用者の受け入れができて、お金が来るということになります。保育所運営費
はこども園の場合はなくなりますので、幼保一体給付の収入が中心ということ
になります。こども施設の指定は、こども園の認可を受けていない施設でも、
こども施設の指定基準を満たしていれば受けることができることになります。
こうして数を増やしていきましょうということです。
③給付の一体化及び強化ということで、「幼児教育・保育に係る給付を一体化
した幼保一体給付（仮称）を創設することにより、幼児教育・保育に関する財
政措置に関する二重行政の解消及び公平性の確保を図る」。これは、今の幼稚
園の私学助成などをなくして、幼保一体給付にする。保育所も、こども園にな
れば幼保一体給付にする。だからお金の出どころや出し方は、幼稚園であろう
が、保育所であろうが一緒だということです。今、幼稚園と保育所では財政措
置の割合が違っていて不公平ではないかというような意見が幼稚園側からも保
育所側からも出ているので、それをやめて公平に、幼保一体給付の財源を一本
化するということです。「幼保一体給付（仮称）については、保護者に対する
個人給付を基礎とし、確実に幼児教育・保育に要する費用に充てるため、法定
代理受領の仕組みとする」。つまり、酒を飲むお金に使われないようにすると
いうことです。
　次に「公的幼児教育・保育契約（仮称）」「例外のない保育の保障の観点から、
市町村が客観的基準に基づき、保育の必要性を認定する仕組みとする」。つま
り要介護認定と一緒で、基準に基づいて要保育認定をするということです。今
のところ、基準は短時間と長時間の二つです。しかし、短時間の場合、３歳以
上の子どもの短時間給付をもしも認めてしまったら、例えば月・水・金と仕事
をしている人は、３、４、５歳児であっても月・水・金しか来られなくなり
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ます。そうすると、生活発表会や運動会の練習に困ってしまうわけです。そ
こで、３歳以上児は短時間給付はなしにして、長時間か幼稚園的利用にしま
す。これが幼児教育という言い方をされているわけです。つまり、午前中だけ
になるのか、まだ決まっていませんけれども、３、４、５歳の子どもすべてに
幼児教育としての利用の仕方ができるようにしましょうということです。
　幼稚園は今、午前中の４時間ですが、こども園になると、午前中は０、１、
２歳児も含めて、３、４、５歳のすべての子どもが利用する。午後は０、１、
２歳児と、３、４、５歳の長時間保育の子がいるという形が割と一般的な形で
はないかということです。そういう場合は、午前中は幼稚園的な利用で、これ
は幼児教育の時間、午後は保育の時間にしようというのが今の案ですが、それ
はおかしいのではないか。つまり、１日を通して養護と教育が一体となって保
育しているものを時間で分けて、午前中だけは学校になりますのでクラス担任
の制度を敷いてやっていき、午後からはいわば預かりみたいなものということ
ではおかしいのではないのかという意見は、もちろん保育関係者からは結構出
ています。でも、事務局が作ったたたき台はそうだということです。ここは現
場の保育のありように大きく影響することなので、現場の実践やミッションを
壊さない配慮が必要とされるように思います。
　「契約については、保育の必要性の認定を受けた子どもと受けない子どもの
いずれについても、市町村の関与の下、保護者が自ら施設を選択し、保護者が
施設と契約する公的幼児教育・保育契約（仮称）とする」という案が示されて
います。つまり、３～５歳の子どもたちは、親が働いていようが働いていまい
がこども園を利用できるということで、それは直接契約で自分の行きたい園を
探してくださいということです。ただし、一定の場合は市町村が関与しないと
駄目だろうということで、それが資料１の５ページの「※例えば」のところです。
ａ）「保育需要が供給を上回る場合」というのは、待機児童が多いところとい
うことです。待機児童が多いところでは混乱が生じるわけです。Aという保育
園に直接契約で申し込んだところ、希望者が多くて選考に漏れると、保護者
は慌ててBという保育園に申し込むのですが、Bという保育園もいっぱい、そ
の後行ったCもいっぱいとなると、この人はどこにも行けなくなります。これ
では困るので、今はそれが起こらないように、第１希望から第３希望まで書い
て、第１希望が駄目だったら第２希望のところに役所の方で調整してくれてい
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るわけです。そういうことをやらないとまずいのではないかという意見が出
ています。そうしないと、どうしても保育園に入らなければいけないという方
は、通えそうな保育園全部に申し込まなければいけないという話になります。
東京の認定保育所というのは今、そうなっています。だから、入所定員が20名
のところに、待機が百何十人かいるわけです。みんな同じところに頼んで待機
リストに載せてもらっているわけですので、そういう形になると大混乱が起こ
るだろうということで、そういう場合には、管内状況を把握して、必要に応じ
て市町村があっせんする仕組みを作った方がいいのではないかという議論があ
ります。
ｂ）「ひとり親家庭の子ども、虐待事例の子ども、障害のある子どもなど、優
先的に利用を確保するべき子どもたちの場合」、例えば障害のある子どもでも、
近くに療育の場がない場合は、集団生活を保障していくということで言えばこ
ども園を活用するという形にならざるを得ませんので、そういう場合には優先
しようではないかということです。
ｃ）「契約による利用が著しく困難な場合」、つまり子どもを家に閉じ込めてお
いて保育園に通わせないような場合には、措置という制度も残しておかなけれ
ばいけないだろうということです。
　次に、「公的幼児教育・保育契約（仮称）については『正当な理由』がある
場合を除き、施設に応諾義務を課す。ただし、入園希望者が定員を上回る場合
に限り、選考基準の公開等を条件に、建学の精神に基づく入園児の選考を認め
る」。これについても、入所の応諾義務に関してはほぼ合意が得られておりま
すが、保育所の場合は、従来、選考してきたというプロセスがあります。それ
に応諾義務を一律に課して、例えば障害を持った子どもなどの場合でも、希望
があったら断ってはいけないことにするのは、幼稚園も保育所もすべてそうい
うこども園にならなければいけないというのは反対だという意見が出ていま
す。
　そこで、「建学の精神に基づき入園時の選考を認める」というようにして、
例えば、クリスチャンの幼稚園であればクリスチャンの方を優先するようなこ
とがあってもいいのではないかということですが、これについてはまだ結論は
出ていません。これについては資料２の５ページの図をご覧いただければと思
います。
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　次に、給付の内容です。「給付については、質の確保・向上が図られた幼児
教育・保育を提供するために必要な水準の給付を、すべての子どもに保障する

（公定価格）。ただし、特色ある幼児教育など付加的な幼児教育・保育を行う施
設については、その対価として上乗せ徴収を行うことを認める。なお、上乗せ
徴収を行う場合、徴収額の上限は設定しないが、施設が説明責任を果たすこと
などを義務付ける」。これについても、いろいろな意見が出ています。
　つまり、例えば英語の教育をするというような場合、英語の教育をするため
のお金は上乗せで徴収します、あるいは制服を用意した場合、その制服の費用
は別途徴収しますということです。これについても賛成・反対の意見が出てい
て、結論はまだ出ていません。反対論は、上乗せ徴収が際限なく認められると、
保育料は減免措置があったとしても、制服や教材費の対価は減免できないので、
それを高くすることによって結果的に低所得者を排除することにつながるので
はないかという話です。これも合理的に納得がいきます。そういう理由が挙げ
られています。
　次に、給付の一体化及び強化について、「給付を一体化した幼保一体給付（仮
称）においては、例えば、現行制度でいえば、幼稚園型認定こども園の保育所
機能部分、保育所型認定こども園の幼稚園機能部分についても基準を満たせば
財政措置を講ずる」「また、調理室等への補助制度を創設するとともに、配置
基準の見直し等を行う」ということです。調理室等への補助制度は、幼稚園の
場合は必要です。幼稚園がこども園として０、１、２歳児を受けていくとした
場合は、今、幼稚園には原則として調理室はありませんので、調理室を造って
いかなくてはなりません。調理室を造るための補助制度を創設していかないと、
幼稚園は簡単には０、１、２歳児を受けることができなくなって、待機児童の
多くを占める０、１、２歳児のキャパを増やすということができないので、調
理室等への補助制度を創設することが必要であるということです。
　これはよかったと思います。調理室はなくてもいいということになってしま
うのが一番悲劇です。つまり０、１、２歳児も給食の外部搬入を認めるという
ような案が出たら、これは大問題ですし、恐らく幼保一体化のチームがみんな
反対するのではないかと思いますが、さすがにそういう案は、今のところ出て
いないわけです。
　それから、「配置基準の見直し等を行う」。つまり、こども園にすることによっ
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て、今までの基準を上げていこうということです。それについては、資料２の
７ページをご覧ください。
　世界に冠たる幼児教育・保育をさらに充実させるということですので、その
ためには、配置基準を上げましょうということです。今、どんなことが候補と
して挙がっているかというと、まずは職員の配置基準を独自に上げている自治
体があるので、それを現実的に追認できるようにしたらいいのではないかとい
うことです。まず１・２歳児では６：１の配置基準ですが、これを４：１や５：
１にしている自治体があります。３歳児は20：１ですが、これを15：１にして
いるところもあります。これは結構多いです。それから、４・５歳児は30：１
ですが、20：１あるいは25：１というところがあります。
　そのようにした場合にどれだけお金が必要か、概算を計算する必要がありま
す。いずれにしても財源が増える形になりますので、確保される財源に応じて、
基準の上乗せを考えようということです。もう一つは、職員の配置基準を上げ
たら、保育はどう良くなるかということも考えなければいけないということで、
今、別途、保育士のタイムスタディ調査をしています。
　つまり、保育士の配置基準の高いところと国基準で行っているところで、保
育士が朝から夕方・晩までどういう業務にどのぐらいの時間を費やしているか
を、１分間ずつのタイムスタディで把握するわけです。例えば、配置基準の高
いところは連絡帳を書く時間が長くなったとか、子どもとのかかわりの時間が
長くなったとか、あるいは具体的な時間だけではなく内容なども精査していく
ことによって、例えば子どもの発達が良くなったとか、配置基準を上げること
によって何が変わってくるのかということをまず把握しようではないか。その
エビデンスを示しながら、優先度の高いところを上げていこうという話になる
ように思います。
　次に資料２の７ページの下の「参考２」は、こども園の短時間利用（現行の
幼稚園利用に相当）は学校になるので、学級編成ということになりますが、例
えば１学級当たり35人から25人にする、あるいは30人にするといった学級編成
基準の見直しを考えなくてはいけないということです。
　資料２の８ページの「参考３」は、新しい職員を配置しようということです。
こども園の長時間利用の場合は保育士さんの研修の機会などが限られている、
幼稚園の場合は子どもが帰った後に教材準備や研修の時間があるけれども、保
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育所の場合は職員会議の時間も取れない、これを改善しなければいけないので
はないか。それから、直接契約になると、保育料の徴収や未納の取り立てもこ
ども園がやらなければならないので、事務職員を配置するとか、主任保育士の
代替職員を配置するとか、いろいろなことを考えなければ駄目だということで
す。また、今、一定規模以上だと看護師の配置もありますが、アレルギーの子
どもたちが増えていることなどを考えると、看護師の配置を新しい職種として
は優先すべきではないかということもあります。
　それから、資料２の９ページは、職員の給料を上げなければ駄目だろうとい
う話です。介護の場合は、確か１カ月１万5,000円ずつ介護福祉士の給料が上
がる措置が取られています。でも、保育所はほったらかしなので、保育所の場
合も職員の給料を上げていく必要があるのではないかということです。表に、
保育士、幼稚園教諭、全産業平均の給与を挙げてありますが、もしも保育士や
幼稚園教諭のお給料を全産業平均まで上げたとしたら幾らかかるかという試算
などもしながら優先度を決めていくという形になります。
　10ページは減価償却費を導入するということです。今まで施設整備の補助が
出ていましたので、減価償却はそこでしてくださいという話でしたが、その補
助をなくしていく形になりますので、保育単価に上乗せして減価償却費を入れ
ていこうということです。そして、株式会社であっても、公設公営であっても、
民設であっても、減価償却費をそこに上乗せしていくことで施設整備費ができ
ていくようにしましょうというものです。
　11ページですが、もう一つは給付率の改善を行うということです。給付率と
いうのは、運営全体にかかる費用のうち、税金が何割占めているかという話で
す。現行は、保育所は６割です。つまり、１カ月に係る運営費のうち、保育料
収入が４割、公的なお金が６割ということです。介護は、先ほど言ったように、
30万円のサービスを使うのに自己負担は３万円ですから、給付率は９割で、１
割を利用料収入で賄っているわけです。保育園が利用料収入で賄う分を４割か
ら１割にできるかどうかは分かりませんが、例えば利用料負担を３割にして給
付率を７割にするとか、８割にするというようなことは考えられないわけでは
ありません。特に、健康保険は３割負担で、７割が公費です。そのようにして
いくことも考えなくてはならないのではないかという案です。
　ただし、現行の給付率を１割上げたらこれだけかかるという試算をした上で、
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新しい財源が確保されたら、その財源の中で賄っていきましょうということに
なります。こうしたことが検討されるということです。
　資料１の６ページの一番下が今のところで、「このような給付の一体化及び
強化により、こども園（仮称）への移行をはじめとして、各施設が幼児教育・
保育機能を強化し、幼児教育・保育の質の確保及び待機児童の解消が図られる
よう政策的に誘導するとともに、幼児教育・保育のさらなる質の向上を図る」
ということです。

　６−３−２．施設の一体化～こども園（仮称）の創設～

　ここからは、こども園はどういう施設にするのかということです。
①幼児教育・保育及び家庭における養育支援を一体的に提供するこども園（仮
称）を創設する。
②こども園（仮称）の創設により、次の内容を実現する。
ア「学校教育法及び児童福祉法上の位置づけの付与による幼児教育・保育の質
の保障」「現行の保育所における幼児教育に対し学校教育（一条学校）として
の位置づけを付与するとともに、現行の幼稚園の預かり保育に対し児童福祉と
しての位置づけを付与する」。つまり、極端な言い方をすれば、午前中は学校
になって、午後は児童福祉施設になるというものです。これもなぜ午前中と午
後に分けてしまうのか。午前中とは書いてありませんけれども、幼稚園の場合
は今は午前中ですのでそうなるわけですが、幼児教育と保育を時間で分けてし
まうというあり方が本当にいいのかどうかということについてはかなり議論が
出ています。先生方もお考えがあるのではないかと思います。
　「これにより、学校としての基準（学級担任制、面積基準等）と児童福祉施
設としての基準（人員配置基準、給食の実施等）を併せ持つ基準を適用し、質
の高い幼児教育・保育を保護する」。併せ持つ基準を適用するということで、
両方の基準を持つものを指定基準にしよう、あるいは認可基準にしようという
ものです。
イ「保育の量的拡大」「幼稚園が保育機能を強化することにより、保育の量的
拡大を図る」。
ウ「家庭における養育の支援の強化」を図る。
エ「二重行政を解消」する。
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オ「幼児教育・保障内容の統一」をする。こうしたことを行うということです。

　６−３−３．幼保一体化の進め方

　「国においては、幼保一体化を含む子ども・子育て支援に関する基本方針を
策定するとともに、給付の一体化及び強化等によりこども園（仮称）への移行
を政策的に誘導する」。つまり、幼稚園も保育所もなくしてしまうことはしな
いけれども、こども園に移行した方が経営的にも保育の質的にも向上するよう
な誘導策を取るということです。今、認定こども園というのはありますが、なっ
たからといって、経営が楽になったり、職員の給料が上がったりというような
誘導策はありません。それを、どういう策になるかは分かりませんが、何らか
の誘導策を取っていくということです。
　そして、「都道府県については、広域自治体として、市町村の業務に関する
広域調整等を行う」「市町村においては、国による制度改正及び基本方針を踏
まえ、市町村新システム事業計画（仮称）に基づき、地域における、満３歳以
上の共働き家庭の子どもの状況、満３歳以上の片働き家庭の子どもの状況、満
３歳未満の共働き家庭の子どもの状況など、地域の実情等に応じて、必要なこ
ども園（仮称）、幼稚園、保育所等を計画的に整備する」。つまり、幼稚園を残
したいというところは残してもいいということです。幼稚園として残しても、
その幼稚園が子ども施設の指定を受ければ、幼保一体給付は入ってきます。私
学助成はありませんが、幼稚園の認可を受けながら子ども施設の指定を受けれ
ばいいのではないかということです。
　それから、別に幼保一体給付などなくてもやれるという幼稚園もないわけで
はありません。ブランド幼稚園など、保育料が高くても一生懸命に試験勉強を
して入るようなところには寄付金がたくさん入ったりしますし、国立大学の付
属幼稚園は税金という別の財源で行われており、幼保一体給付をもらわなくて
もやっていけるので、そういうところは幼稚園として残ってもいいということ
です。ただ、これに対しては、例えば国立大学の教育学部の付属幼稚園が幼稚
園のまま残っているのはどうかという意見もあります。こども園への誘導措置
が図られれば、特に民間の保育所や幼稚園は恐らくほとんどがこども園になっ
ていきます。そのこども園の専門職を養成しなければいけないのに、実習施設
が幼稚園だなどという時代錯誤のことをやっていていいのか、国立こそ先に
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こども園になるべきなのではないのかという意見を山縣先生が数日前におっ
しゃっていました。正論だと思います。
　保育所の場合は、誘導策によりますが、こども園に移行した方が財政的にも
メリットがあるということになれば、多くがこども園になっていくでしょう。
ただし、義務付けされるのが３、４、５歳のところだけなので、０、１、２歳
児だけをやっている乳児保育所は、もしも３、４、５歳児を受けないというふ
うにするならば保育所として残る形になるのではないかということです。これ
についても、３、４、５歳児だけ義務付けして、０、１、２歳児を義務付けし
ないのは変ではないかという意見が保育所側から強く出ています。でも、これ
はどうかなと思うのです。つまり、０、１、２歳児を全部義務付けすると、今
の幼稚園がこども園になろうとしたら、そこは全部、調理室を造らなければな
りません。調理室を作らない限り、０、１、２歳児は受けられないので、そう
なると、そのための財源が本当に確保できるのかどうかということになるわけ
です。仮に調理室はなくてもいいという話になってしまったら、そちらの方が
危険ではないかと私は思うのですが、そこのところはいろいろな意見が出てい
ます。これについては、多数少数はあまり関係がなく、どの意見が制度として
合理的で合意できるかがポイントになります。先ほど、合意を図って「これで
いきましょう」とする会ではないということを申し上げました。みんなの意見
が賛成に傾いていれば、政務三役も「それだとみんな納得できるのか」という
ことで採用しやすくはなりますが、意見が違うものを合意させる必要はないの
で、どちらがいいかは政務三役が選んでいくという形になるかと思います。
　資料２の12ページをご覧ください。上から二つ目に「『こども園（仮称）』は、
学校教育法、児童福祉法及び社会福祉法において、各々、一条学校、児童福祉
施設、及び第２種社会福祉事業として位置づける」とあります。つまり二枚看
板です。学校であると同時に、第２種社会福祉事業の児童福祉施設ということ
です。
　次に、「『こども園（仮称）』は幼児教育・保育及び家庭における養育の支援
を一体的に提供する施設とし、満３歳以上の子どもの受け入れを義務付ける
こととする」ということです。この部分を「幼児教育」と、ここのペーパー
では呼んでいるわけです。アとして、「満３歳以上児については、標準的な
教育時間の学校教育をすべての子どもに保障する。また、学校教育の保障に
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加え、保護者の就労時間等に応じて、保育を必要とする子どもには保育を保
障する」。幼児教育と保育という言葉を使い分けようということがこのペー
パーでは行われているということで、私は、それはおかしいのではないかとい
うことを言っているわけです。学校教育であれば問題ないです。
　学校教育を例えば０歳から保障していくということをもしやろうとするなら
ば、このタイムスケジュールでは無理だというということが委員の中から出て
きています。もちろん、０歳児から学校教育として、こども園で学校教育を提
供するというようにしても構わないわけです。養護と教育が一体となって行わ
れているのですから、それを学校教育とみなせばいいのですが、本当にそれが
適切なのかどうかを議論する時間はないという話で、ここは恐らく皆さんそう
思われるのではないかと思います。そうなると、３、４、５歳は学校教育、そ
れ以前の年齢は保育ということになります。
　イは「満３歳未満児については、保護者の就労時間等に応じ、保育を保障す
る」という話です。その下にありますように、「なお、満３歳未満児の受け入
れは義務付けないが、財政措置の一体化等により、満３歳未満児の受け入れを
含め、こども園（仮称）への移行を促進する」となっています。
　資料２の15ページを見てください。幼保一元化の進め方について、都市部と
人口減少地域でこうなるのではないかというイメージ図があります。
　都市部では、現行、幼稚園と保育所ばらばらに配置されています。制度創設
時には、すぐにこども園に移行するところもあるでしょうし、幼稚園として、
あるいは保育所として残るところもあるでしょう。保育ママなどもあるでしょ
うし、幼稚園的な利用でこども園に移行するところ、つまり３～５歳児対象の
こども園もあるでしょう。この時期には、それぞれの事業者の方針に基づいて
いろいろなタイプが出てくるでしょう。最終的には、こども園になった方が得
だということになれば、こども園に移行するところが多くなって、保育所は０、
１、２歳児を対象とするところだけが残り、幼稚園はブランド幼稚園が残る。
そんな形になるのではないかということです。
　一方、人口減少地域の場合は、最終的には全部こども園になっていくと思わ
れます。今、特に郡部の場合は定員を埋めることができない幼稚園がかなり
ありまして、今後、子どもの数がどんどん減っていくに従って、ますます顕
著になっていくということを考えると、幼稚園もこども園に移行していかない
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と経営が難しいのではないか。それから、０、１、２歳児の保育所はそもそ
も必要がありませんので、待機児童の対策なども必要ないわけですので、０、
１、２歳児の保育所はあまり残りません。もちろん、０、１、２歳児だけやる
のが大事なのだと考えているところもあるもしれませんがけれども、あまり考
えられないのでこども園だけになるだろうという形です。
　資料２の16ページは、幼保一体化の進め方ということで、まとめの図です。
まず、市町村では、子ども・子育てに関する需要を調査した上で市町村新シス
テムの事業計画を作り、計画的な整備をして、幼保一体給付の対象としてのこ
ども園に財政措置を行います。ただ、幼稚園が一部残り、あるいは０、１、２
歳児を対象とする保育所、保育ママ等々、多様な保育サービスが残るだろう。
このようなイメージが今のところ出されています。
　そして、障害を持った子どもたちや虐待された子どもたちをここにどのよう
に受け入れていくのかということについての議論が次回です。国の案はもう
示されておりますので、内閣府のホームページにアクセスしてみてください。
Yahoo! 等で「内閣府」で検索すると内閣府のホームページが出ますので、そ
の中の少子社会のところを開いて、そこで探してみてください。先ほど言った
幼保一体化ワーキングチームの１月24日のところを見ると、今日、配った資料
が出てきます。２月24日の分はアップされているかどうか分かりませんが、来
週早々になればアップされると思いますので、それをご覧いただきたいと思い
ます。議事録はまだ２回か３回ぐらいまでしか載っておりません。

７．制度検討に当たって留意すべき事項
　今日は新システムの進行状況についてしっかりとご理解いただくことがこの
研修のテーマですので、私の意見はあまり加えないで言ってきましたけれども、
ここからは私の個人的な意見です。皆さま方と意見が一致しないところもある
と思いますが、参考までにということでお示しいたします。
①「財源の確保、一元化策についての十分な検討」が必要です。事業主の拠出
金の使い方をちゃんとしなければいけないということが載っています。
②「市町村の関与のあり方や子育て支援プランの策定など実施体制の検討」に
焦点を充てないと駄目ではないかということです。親を路頭に迷わせることの
ないよう、高齢者の場合は介護支援専門員というプロが利用者と一緒にケアプ
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ランを作っているわけですが、保育の場合はそういうものがなく、今のとこ
ろ、保護者が勝手に探しなさいという話になっています。それは10人中９人に
とってはいいかもしれないけれども、引っ越してきたばかりの人には難しいと
か、いちいち全部探さなければいけないのは面倒くさいので家に子どもを置い
ておくということが出てくるので、そういう場合には子育て支援プランを作成
するような仕組みも併せて作った方がいいのではないかということを言ってい
ます。
　実は、石川県でそれをやっているのです。介護が必要になったらケアプラン
を作るのと同じように、子育てが必要になったら子育て支援プランを作ろうと
いうことで、ベテランの保育所の先生方にプランの作り方などを研修して、親
と一緒に子育て支援プランを立てています。私は石川県の顧問をしているので、
このプランづくりを進めていますが、とても興味深いです。全員必要だなどと
は思いません。10人中８～９人は自分で作っていきます。けれども、やはり10
人中１人はお手伝いが必要な方がいらっしゃいます。そういう方のためにはこ
のプランづくりというのはとても有効だと思っていますので、国の方でも考え
たらどうですかということを書いてあります。
③「保育所、幼稚園の社会的役割を混乱させない仕組み」を作るということです。
つまり、幼稚園は臨時休業があるわけです。台風が来たら休みますし、インフ
ルエンザが流行したら学級閉鎖をします。しかし、保育所は台風でも開いてい
ます。インフルエンザが流行しても、感染の拡大に注意をしながら、苦労しな
がら開いています。地震のときでも、開けられるところは開いています。つま
りライフラインの役割を果たしているわけです。ライフラインの役割と教育の
役割は明らかに違うところがあるので、そのミッションをごっちゃにしないで
ほしいという話です。つまり、被虐待児童や、ひとり親家庭の子どもや、まわ
りに社会資源がない障害児の優先入所の仕組み、入所の応諾義務などが必要で
しょうということです。
④「事業者が安定的、意欲的に事業展開できる仕組み」を作るということで
す。例えば給付単価も月額単価を基本にしましょう。そうでないと、インフ
ルエンザが流行して保育所を休む子どもがいたら、保育所の収入はがた減り
です。あるいは、１週間保育所を休んだから、その分の保育料を割り引くべ
きだという話になってしまいます。介護保険はそうなっているのですが、そ
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れを同じ仕組みにしてしまったら事業の安定的な経営ができないので、や
はりこれは月額単価にすべきだろうという話です。そうなりそうな予定で
す。保育料の徴収は保育所がするということですが、未納の場合は市町村が介
入する仕組みを検討すべきではないかと思います。これはまだ決定しておりま
せん。
⑤「子ども家庭福祉・保育の質の確保、向上に関するインセンティブが働く仕
組み」、つまり向上させた方が得するという仕組みを作らなくては駄目ではな
いかということです。例えば、ベテランがいい保育をするかどうかは分かりま
せんけれども、ベテランと中堅と若手がバランスよく配置されているというこ
とは大事だろうと思います。ただ、ベテラン保育者は給料が高くなる可能性が
高いわけです。若い人が保育してもベテランが保育しても保育単価は一緒とい
うことであれば、収入が一緒なら若い人を雇っていた方が経営的には楽です。
そうすると、ベテランはどんどん首を切られるという話になるので、それでは
まずいでしょうということで、経験豊富なベテラン保育者を多数雇用していた
り、研修制度が充実していたりする事業者に対する付加経費なども必要ではな
いかということです。それから、保育士の配置基準や待遇改善、看護師等の新
たな専門職の配置も検討するべきです。これはお金との相談です。
⑥「担い手である保育資格の再構築」ということです。現在のところ、保育士
養成課程の見直しが行われたことはご存じだと思います。そのことは最後の
ページにある保育士養成課程改正についての新旧対照表を後ほどご覧いただき
たいのですが、保育相談支援という科目が新たに新設されて、その技術の可視
化の研究をしていると冒頭に申し上げました。それだけではなく、保育士の資
格の再検討、あるいはキャリアアップの仕組みを考えていかなければいけない
ということです。
　また、短時間勤務保育士の配置割合を規制することも検討すべきではない
かと思っています。先ほど申し上げたように、なぜ短時間勤務保育士が２割
だったのが廃止されたのかというと、詰め込み政策のためです。でも、詰め
込み政策では限界があって新しい仕組みを作ろうということになったのだか
ら、その時点で、２割までという規制の廃止は無効になるはずなのです。だか
ら元に戻そうという話です。この時期を乗り切るために、それまであった２割
という規制を廃止して、短時間勤務保育士を増やしていって詰め込んでいこう
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としたけれども、その政策をやめて新システムを導入しようとするのなら、こ
の機会にまた２割に戻そう、２割が無理でもせめて３割とか４割とかに戻して
いった方がいいのではないか。それが幼児教育の振興を目指す世界的な潮流に
合致する方法ではないかということです。
　それから、要綱では幼稚園教諭と保育士の資格の共通化が提言されています
が、保育士というのは18歳未満の援助者であって、就学前の子どもだけをやっ
ているわけではありませんので、こども園で働く専門職を統一して一つの資格
にしてしまうのなら、学齢児、中学生、高校生を支援する専門職を新たに作ら
なくてはいけないということを言っています。児童養護施設、学童保育や、あ
るいは障害児施設で勤務している保育者はたくさんいるわけです。その保育士
たちは誰が担うのかという話をここで挙げています。
⑦「特別な支援が必要な子どもと保護者を確実に救済するソーシャルワーク機
能を担保」していく必要があるだろうということです。つまり、福祉の視点も
重視していく必要があるということです。
⑧「社会的養護や障害児福祉も包含する仕組み」として検討していかなくては
ならないだろうと思います。つまり、障害を持った子どもや社会的養護の子ど
もを除いて、新システムで子ども・子育て勘定を作ってやっていくというのは、
いわば100人のうちの99人で安心・安全な仕組みを作ってしまって、そこから
漏れていく子どもは別のシステムに行ってくださいという話になろうとしてい
るのです。それではまずいのではないかということをここでは言っています。
これは実現するかどうかは微妙なところです。
　それから最後ですが、今申し上げたことについては公設公営の保育所は現在
検討されておりません。公設公営の保育所は、国がお金を払っているわけでは
なく、一般財源化で全部市町村がやっていますので、その市町村に一般財源化
されているものを新たに真ん中の財布に入れ直すという作業をしなければいけ
ないのです。既に一般財源化されているものを新たに特別会計にしようという
話に、知事会、市長会、町村会などの自治体の方々が乗ってくれるかどうか。
幼保一体化のところですべき議論ではなく、基本制度のワーキングのところで
する議論ですが、これはかなり困難なのではないかということで、そこはまだ
決着はついておりません。
　私はやるべきだと思います。「公設公営保育所だけ除く」「すべてのこども園
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（公設公営を除く）」という形にしてしまうと、また新たな分断の仕組みを作っ
てしまうわけです。これは変えるべきです。こういう仕組みを作ると決めたの
だから、それは中に入れるべきでしょうし、障害児保育の給付が一般財源化さ
れているのも中に入れて、障害児保育給付というものを作るべきだという話は
していますが、これも結論が出ていません。２月24日には、障害児保育につい
ても中に入れるべきだ、障害を持った子どもたちを別のシステムに出すべきで
はないという意見書を私は出していますが、聞いてもらえるかどうかは分かり
ません。
　もしも内閣府のホームページに入っていただいて、幼保一体化ワーキングの
ところを探り当てたら、その中に委員の意見書があります。柏女の意見書があ
りますので、そこで何を言っているか、探してみてください。
　そんなところで、社会的養護や障害の話については少し省略しましたが、最
後の自分の意見を除いてはほぼ客観的に最近の動向について述べてみました。
もちろん、私は福祉の視点で幼保一体化のワーキングに参加していますので、
その部分の主張が多いことは間違いありません。幼稚園関係者はまたその方々
でご意見を出していらっしゃるし、私が今申し上げたことについては幼稚園関
係者の意見と随分違うということは当然あると思います。ですから、今日は幼
稚園関係者の方もいらっしゃると思いますが、それぞれの団体から報告が行く
と思いますので、またそちらの意見もぜひご覧いただきたいと思います。私の
意見は全保協や私保連や日保協の意見とも違っておりますので、それはやむを
得ないということでご了承いただきたいと思います。どうもご清聴ありがとう
ございました。
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保育・子育て支援の新しい幕開けに向けて

　　　　　　　　　　　　　　　淑徳大学総合福祉学部教授　　柏女 霊峰

１．子どもを生み育てにくい社会
　今、わが国においては、子どもを生み育てにくい社会が急速に進行している。
出生率の低下、統計史上最高を更新し続ける子ども虐待件数と保育所・放課後
児童クラブ入所児童数、待機児童の存在がそれを示し、社会的養護の下にある
子どもも増加している。子どもが育つこと、子どもを生み育てることを社会が
正当に評価していないため、子育ての苦労が喜びを上回り、厭われていく。
　子ども家庭福祉制度は、児童福祉法制定当初の前提条件が崩れたにもかかわ
らず、基本的に当時の体系を維持している。高齢者や障害者福祉制度がシステ
ムの一般化を図り、子ども家庭福祉制度に影響を与えつつ、いくつかの先導事
例（認定こども園制度、障害児施設給付制度導入）を経て、ついに、平成22年
６月29日、「子ども・子育て新システムの基本制度案要綱」を閣議決定する事
態が到来した。

２．子ども家庭福祉制度改革の基本方向
　子ども家庭福祉制度改革の基本方向は、「子育ての私的責任の強調から、子
育ての社会的意義を強調し、必要な支援や介入を進める方向にシフトさせるこ
と」と理解できる。子ども家庭福祉制度改革は、「介入」と「支援」の２とお
りの政策を強化していかなければならない。平成12年度が、政策変更の分岐点
である。また、平成15年度からの次世代育成支援政策も、文字どおり、「いの
ちの循環」を再生させる試みと捉えなければならない。

３．新システムの検討
　2009年に新しい政権が誕生すると、子ども手当の創設が大きな政策課題とし
て浮かび上がってきた。しかし、お金があっても、保育・子育て支援サービス
が整備されていなければ使えない。この15年間（平成７−22年度）で保育所入
所児童は約48万人増えたが、この間、保育所は500か所程度しか増えていない。
やがて子どもは減るため、今を乗り切ることを主眼に子どもたちを保育所に詰

配付資料
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め込む政策が続けられたのである。しかし、潜在需要が約100万人に及ぶとわ
かってさすがに詰め込み政策では限界があると認識され、子ども・子育て新シ
ステムの構築が、幼保一体化や地域主権の議論も巻き込みながら、保育・子育
て支援を中心に急速に検討されている。まさに、子ども家庭福祉・保育は維新
前夜であるといってよい。

４．要保護児童家庭福祉
　一方、子ども虐待防止や社会的養護サービス、障害児福祉サービスについて
は、充実は図られているものの漸増主義が続いており、都道府県中心、措置制
度中心といった基本システムは法制定当時のままである。また、社会的養護に
おいてはいまだ８割の児童がいわゆる大舎生活を余儀なくされ、障害児福祉も、
成人との整合化が重視された改革により、児童一般施策との融合が求められつ
つも、狭義の子ども家庭福祉とのかい離が続いている。養護は社会保障審議会
専門委員会で、障害児は障がい者制度改革推進会議でと、検討の土俵も異なっ
ている。前述の子ども・子育て新システムの基本制度案要綱は、障害児福祉や
社会的養護を十分に念頭においてはいない。その結果、子ども家庭福祉は、制
度改革により、保育・子育て支援、子ども虐待防止・社会的養護、障害児福祉
の３分野に分断される危険性をはらんでいる。
　制度の限界も顕在化しており、平成19年５月には、熊本市内の慈恵病院にこ
うのとりのゆりかごが設置され、３年間に57人の乳幼児が預け入れられた。ま
た、子ども虐待死亡事例は、この５年間、毎年120人程度（親子心中を含む。）
に及んでおり、その数は、関係者の努力にもかかわらず減少していない。ゆり
かご事例や死亡事例検証からは、望まない妊娠・出産、飛び込み分娩、貧困、
頻繁な転居などの社会的排除やジェンダー問題といった現代社会の矛盾が凝縮
され顕現している。

５．子ども・子育て新システム基本制度案要綱制定に至る経緯とそ
の内容

　（１）制定に至る経緯

　都道府県、市、町村の首長、議長で組織されるいわゆる地方六団体が、平成
15年８月24日、「国庫補助負担金等に関する改革案～地方分権推進のための「三
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位一体の改革」」と題する提案を発表すると、子ども家庭福祉・保育界は大混
乱に陥った。廃止が提案された補助負担金がいわゆる次世代育成支援関連施策
に集中したためである。
　以来、高齢者福祉や障害者福祉の市町村中心、個人給付、契約中心のシステ
ムが子ども家庭福祉界にも導入されつつあり、平成18年10月には、認定こども
園制度、障害児施設給付制度の導入といった、子ども家庭福祉・保育に直接契
約や個人給付を導入する制度が開始された。子ども家庭福祉界においても論争
が続けられたが、その間にも、国民の意識変革は止まらず、すでに待機児童問
題は対症療法では対応できないほどになっていた。
　そして、ついに、平成22年６月29日、少子化社会対策会議において「子ども・
子育て新システムの基本制度案要綱」（以下、「要綱」という。）が決定された
のである。要綱によると、来年の通常国会に法案が提出され、平成25年４月１
日から施行するとのことである。いよいよ新しい子ども家庭福祉・保育の幕開
けである。

　（２）基本制度案要綱の内容

　これらの方針、特に保育・子育て支援サービスについては、実は、平成15年
８月に厚労省の検討会によって取りまとめられた『社会連帯による次世代育成
支援に向けて』（厚生労働省・次世代育成支援施策のあり方に関する研究会）
において、そのグランドデザインが描かれていた。しかし、ステークホルダー
の参加を経て、しかも、幼保一体化も視野に入れて、政府により決定された意
義は大きい。要綱は、今後の検討に委ねている部分も多いが、その提言はかな
り具体的である。
　本システムにより子ども家庭福祉の財源は一元化され、保育・子育て支援制
度は、基本的に個人給付（幼保一体給付（仮称）等）に基づく公的保育契約に
より実施されることとなる。いわゆる介護保険制度を模したシステムであると
いってよい。
　一方、子ども家庭福祉に関しては、障害児福祉、社会的養護のそれぞれにつ
いても、別途、その行く末が論じられている。それらがこの方針のなかに入る
こととなるのか、障害者福祉のもとに置かれるのか、社会的養護は都道府県中
心、措置制度中心のシステムを維持し、結果的に、子ども家庭福祉が３分野に
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分断されることとなるのか、そうした事態も視野に入れつつ、この行く末をしっ
かりと考えていかなければならない。
　要綱によると、制度施行後の保育・子育て支援の姿1は以下のようになる（財
政、給付名称やこども園などはいずれも仮称。詳細は要綱を参照されたい。）。
①　市町村が実施主体となり、国・都道府県等が重層的に支援する仕組みとする。
②　具体的には、国庫補助負担金や労使拠出、事業主拠出金等からなる子ども・

子育て財源を一本化して国に「子ども・子育て勘定」を設け、子ども・子
育て包括交付金として市町村に交付。市町村は当該交付金を特別会計とし、
地方財源と合わせて具体的事業を実施し、かつ、住民のニーズに応じた保
育・子育て支援の給付を行う。

③　給付の内容は、基礎給付（すべての子ども・子育て家庭を対象。１階部分）、
両立支援・保育・幼児教育給付（仕事と家庭の両立支援のための給付等。
２階部分）の２階建てとし、２階部分においては、ニーズに対応する多様な
給付（たとえば、幼保一体給付、産前・産後・育児休業給付など）を設ける。

④　幼保一体給付の条件として「保育に欠ける要件」を撤廃し、幼児教育と保
育をともに提供するこども園を創設して、幼稚園と保育所の一体化を図る。

⑤　給付の仕組みとして、まず、客観的な基準に基づく保育の必要性（長時間
と短時間（原則として３歳未満児）など２種類程度）を認定し、それに基
づいて、市町村の関与のもと利用者と事業者の間の公的保育契約制度を導
入する。給付は利用者補助方式とし、公定価格を基本としつつ現物給付と
して保育サービスを提供する。

⑥　多様な事業者参入による基盤整備を図るため、幼保一体給付のサービス類
型ごと（こども園、家庭的保育者、訪問型等）に事業者を指定し、指定さ
れた事業者がサービスを提供する仕組みを導入する。あわせて、多様な主
体のイコールフッティングをめざす。

⑦　これらの仕組みの導入は、国及び地方の恒久財源の確保を前提とする。
⑧　以上の仕組みについて平成23年通常国会に法案を提出し、25年度施行をめ

ざす。

１　要綱は、社会的養護など都道府県事業とされているものについても、「新システムに位置
付けることを検討する。」としている。
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　（３）制度検討に当たって留意すべき事項

　制度検討に際しての今後の検討課題は多岐にわたるが、見過ごされかねない
視点として、以下の点を提示しておきたい。それが、子ども家庭福祉の一体性
を保ち、また、これまで大事にしてきた視点（子どもの最善の利益の保障を図
る公的責任論）との融合を図ることにつながると信じるゆえんである。
①源の確保、一元化策についての十分な検討
　新システムにおいては、社会全体で子ども・子育ての支援を図るという観点
から、国、地方、事業主、個人の重層的負担より必要な費用を賄うとしている。
その際には、特に、児童手当法の規定に基づき、現在、事業主が拠出している
財源2の行方に注視したい。要綱において事業主拠出は「両立支援・保育・幼
児教育給付」に充当することが想定されているが、社会で子育てという観点か
らは、すべての子どもの育ちや子育て支援等にも一定の役割を果たすことを期
待したい。また、新システムの整備は、財源の確保と一体として進められるべ
きことを確認しておきたい。経済的に厳しい状況にある若年層の利用者負担に
対する配慮も必要とされる。介護等に比較して低くなっている給付率の改善も
必要である。

②市町村の関与のあり方や子育て支援プランの策定など実施体制の検討
　次に、子育て支援コーディネーター、子育て支援プランの可能性に関する議
論に期待したい。保育時間の認定やさまざまな保育・子育て支援サービスの選
択、利用調整などを考慮すると、今後、一部の親子に対しては子育て支援サー
ビス計画の策定などが必要とされる。そうした事態に対応し、利用者とともに
子育て支援プランを作成するコーディネーターの創設や育成等に関する議論が
必要である。石川県においては、マイ保育園事業の一環として、子育て支援プ
ランを作成する事業を実施して成果を上げている。高齢者、障害者福祉に計画
作成が浸透している現在、子ども政策についてもケア・マネジメントを検討す
べきではないか。

２　児童手当法に基づき、厚生年金保険等被用者年金制度適用事業主は、当該年金の標準報酬
月額及び標準賞与額を賦課基準として、それぞれに拠出金率（平成20年度は1.3/1000）を
乗じた額を拠出しており、現在は、子ども手当の一部並びに子ども・子育て支援サービス
に当たる児童育成事業に充当されている。
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③保育所、幼稚園の社会的役割を混乱させない仕組みの創設
　幼保一体給付やこども園の目的、事業内容などを定めるにあたっては、保育
所が現在担っている福祉的役割に十分配慮することが必要である。インフルエ
ンザが流行したから、台風が接近しているからといって休園したのでは、親と
子の生活を守ることはできないばかりか、社会のライフラインとしての役割も
果たせない。被虐待児童やひとり親家庭の子ども、まわりに社会資源がない障
害児の優先入所の仕組み、入所の応諾義務の規定なども必要とされる。また、
①親の事情で子どもを分断しない、②生活や発達の連続性を担保する、③子ど
もに被害が及ばない、といった子どもの最善の利益保障の観点からの論議が必
要とされる。

④事業者が安定的、意欲的に事業展開できる仕組み
　施設・設備整備費のあり方の見直しや運営費の使途範囲、会計基準の検討な
どに当たっては、事業経営の安定性を考慮し、かつ、事業者が意欲的にサービ
スに取り組んでいくことができる制度設計としなければならない。給付単価な
ども月額単価を基本とし、子どもの最善の利益が損なわれないような配慮が必
要とされる。また、保育料の未納に対する市町村の関与なども検討する必要が
ある。イコールフッティングの議論を行う際も、事業主体ごとの社会的役割に
も配慮が必要とされる。

⑤子ども家庭福祉・保育の質の確保、向上に関するインセンティヴが働く仕組み
　サービスの質の保障や向上に対するインセンティヴが働く仕組みを入れた制
度設計とすることも必要とされる。経験豊富なベテラン保育者を多く雇用して
いたり、研修制度が充実している事業者に対する付加給付なども検討すべきで
あろう。また、この際、保育士の配置基準や待遇改善、看護師等の新たな専門
職の配置も検討すべきである。

⑥担い手である保育士資格の再構築
　平成21年12月に事務局が整理した社会保障審議会少子化対策特別部会におけ
る審議のまとめでは、保育士資格の再検討やキャリアアップの資格や仕組みの
創設、待遇の向上などが必要とされている。これらの実現をセットで考えるべ
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きである。これまでのように、短時間勤務保育士の配置割合を規制することも
検討すべきではないか。それが、幼児教育の振興を目指す世界的潮流に合致す
る方向であろう。
　なお、要綱では、幼稚園教諭と保育士の「資格の共通化」が提言されている
が、資格の一元化を図る場合には、就学後のケアワークを担う新たな子ども家
庭福祉専門職や子育て支援専門職の資格創設や養成も視野に入れておくことが
必要とされる。

⑦特別な支援が必要な子どもと保護者を確実に救済するソーシャルワーク機能
の担保

　新システムの整備は、被虐待児童や障害を有する子ども、貧困家庭の子ども
が、確実にサービス利用に結び付く仕組みとして整備されなければならない。
事業者に入所の応諾義務を課すことは当然としても、給付以外の利用料負担（教
材費等）が払えない場合に事業者の逆選択に結びついたり、障害児保育の加算
が貧弱な場合に入所が断られたりすることも想定され、子どもの最善の利益保
障の理念に立脚した確実な制度設計が求められる。市町村、行政の公的関与を
担保する仕組みの検討が必要とされる。また、ソーシャルワーク機能やコーディ
ネート機能を担うことのできる事業主体に対する支援も検討すべきである。

⑧社会的養護や障害児福祉を包含する仕組み
　最後に、大きな懸念として、社会的養護や障害児福祉、ひとり親家庭福祉な
どが、新システムから置き去りされていることがある。新システムの給付に障
害児保育給付は見当たらず、その部分は一般財源に頼ることとなる。社会的養
護も補助金システムとなる。要綱のまま新システムが整備されると、いわば特
別な支援が必要な１％の子どもたちと、それ以外の99％の子どもたちとが、制
度上、分断されてしまうこととなる。新システムは、１％の子どもたちの問題
を排除せず、障害児福祉サービスや社会的養護サービスも取り込むべきである。
それが社会的排除を生まない仕組みにつながり、共生を実現することにもつな
がる。障害児福祉給付や難病児福祉給付、社会的養護給付も、新システムに包
含することを考慮すべきである。
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６．検討のスケジュールと現在の検討状況
　（１）スケジュール（別紙）

　（２）検討状況

　①幼保一体化、こども園のあり方について：別紙

　②質の改善について
　こども園：職員体制の強化（配置基準改善、看護師の配置）、処遇改善、減
　　　　　　価償却費の導入、給付率の改善など
　放課後児童給付、多様な保育サービス、社会的養護、育児休業給付等の改善

　③子ども・子育て新システムと障害児福祉、社会的養護

７．その他の考慮すべき動向
　（１）児童虐待防止のための親権のあり方に関する専門委員会報告書骨子案

①施設入所等の措置が取られている場合の施設長等の権限と親権との関係に
ついて

②一時保護中の児童相談所長の権限と親権の関係について
③里親等委託中及び一時保護中の親権者等がいない児童等の取扱いについて
④一時保護の見直しについて
⑤保護者指導に対する家庭裁判所の関与のあり方について
⑥施設入所等の措置及び一時保護が行われていない親権者等がいない児童等

の取扱いについて
⑦接近禁止命令のあり方について

　（２）法制審議会「児童虐待防止のための親権に係る制度の見直しに関する

　　　　要綱案」（2010.12.15）

　①親権の効力
　②親権の喪失等：親権の一時停止制度の創設
　③未成年後見
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　（３）社会的養護のあり方に関する検討：最低基準の改善、里親優先の原則

など（社会的養護専門委員会、児童養護施設等の社会的養護の課題に

関する検討委員会）

　（４）障がい者制度改革推進本部等における検討を踏まえて障害保健福祉施

策を見直すまでの間において障害者等の地域生活を支援するための関

係法律の整備に関する法律：児童福祉法改正（2010.12.3）、障害者基

本法改正、障害者総合福祉法（仮称）の制定

 

　（５）地域主権改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律案と最

低基準の地方移譲への対応

８．新しい時代の幕開けを迎えるために
　（１）課題の克服を

　子ども家庭福祉の維新を迎えるためには、現在の子ども家庭福祉基礎構造を
変えていくことが必要とされる。現在の子ども家庭福祉基礎構造の特徴は、①
サービスの財源と実施主体が制度ごとにバラバラであること、②社会的養護は
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都道府県、保育・子育て支援は市町村と実施主体が不整合であること、③財源
不足のためにいずれのサービスも小粒であること、である。これを克服するこ
と、すなわち、①子育て財源の統合を図り、②実施主体について市町村を中心
に一元化し、③すべての子どもを対象とする包括的なシステムを創設し、④子
育て財源の大幅増加を図ることが必要とされる。
　新システムも、財源確保やその一元化策、市町村を中心とする実施体制の確
立、幼保一体給付・こども園の検討にあたって子どもの地域での育ちを重視す
ること、事業の安定的・意欲的展開、保育の質の向上にインセンティヴが働く
仕組み、担い手である保育士資格の再構築の保障、社会的養護や障害児福祉を
包含し社会的排除を生まない仕組みとして検討されることが必要である。

　（２）新時代の子ども家庭福祉のグランドデザイン

　まず、子ども家庭福祉基礎構造の一元化を検討すべきである。そのためには
行政実施主体の一元化、サービス利用システムの改革が必要とされる。社会的
養護、障害児童福祉についても市町村をサービス決定の実施主体とし、決定を
行うに当たって児童相談所の意見を聴取することとすること、困難事例におい
ては、市町村から児童相談所に再委託ないし援助依頼を行うことなどを検討す
ることが必要である。そのうえで、市町村が児童相談所の支援により個別の援
助指針の策定等を行い、費用負担も行う。なお、児童相談所の市設置も検討す
べきである。このように、基礎構造を一元化したうえで、各領域のシステムを
そのうえに乗せていく必要がある。
　障害児福祉については、障害児に固有の施策と子ども一般施策との乗り入れ
を進め、サービスの計画的整備や切れ目のない支援の確立を図る必要がある。
このため、両財源の統合を進め、障害児童の一般施策からの排除や両サービス3

の縮小均衡を防止する仕組みの確立が必要とされる。また、教育、就労、保健
医療・福祉の分断を最小限にし、切れ目のない支援を進める。
　社会的養護に関しても、こども園を含む保育・子育て支援サービスに虐待防

３　障害児童に固有のサービスと、児童一般施策における障害児童に対する合理的配慮の両
サービスを同時に進めていくこと。たとえば、放課後児童クラブにおける障害児童受け入
れ促進のための加算措置や巡回支援の制度化と障害児を対象とする放課後等デイサービス
の整備など。
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止等の福祉的視点を担保すると同時に、家庭的養護の促進、社会的養護の小規
模化、地域化を進め、保育・子育て支援施策との一体化を進めることが必要で
ある。社会的養護のもとにある子どもも地域の子どもである。
　さらに、障害児入所システムにおいても、同様の家庭的養護、社会的養護の
小規模化、地域化が必要とされる。里親、ファミリーホーム、地域小規模児童
養護施設と保育・地域子育て支援サービスの相互利用が進められていかねばな
らない。
　新システムも、子どもの地域での育ちを重視すること、事業の安定的・意欲
的展開、保育の質の向上にインセンティヴが働く仕組み、担い手である保育士
資格の再構築の保障、社会的養護や障害児福祉を包含し社会的排除を生まない
仕組みとして検討されることが必要とされる。

９．制度内福祉と制度外福祉との相互発展をめざして
　昨年は、「家族、故郷、そして会社・職場とのつながりが急速に切れている社会」
といわれる無縁社会をNHKが特集し、大きな反響を呼んだ。12年連続で３万
人を超えた自殺、統計史上最高を更新し続ける子ども虐待、身元不明や遺族が
引き取りを拒否する無縁死も3.2万人万人とされ、暗数を勘案すると６万人に
なると言われる。つながりの喪失である。
　もともと我が国は、個人の自立より集団の秩序維持を優先する国民性を有し
ていた。これに対し、戦後、特に個人の自立や尊厳を第一に考える価値観が広
がり、いわゆるソーシャルキャピタルの弱体化と相まって、人々の孤立化が進
んでいくこととなった。子ども家庭福祉の新たな課題は、その多くはこの「つ
ながりの喪失」、社会的孤立の進展に由来している。
　そのことは、全国社会福祉協議会が平成22年12月に策定した『全社協　福祉
ビジョン2011』の認識と共通である。同提言は、「現在の福祉課題・生活課題
の多くは、つながりの喪失と社会的孤立といったことと関わりが深く、住民・
ボランティアがこうした問題に目を向け、要援助者と社会とのつながりを再構
築していく取り組みが期待されているのです。」と述べ、制度内の福祉サービ
スの改革とともに制度外の福祉サービス・活動の開発・実施を主張している。
私たちは、古いしがらみ、つながりから解放された反面、新しい連帯が創れず
孤立化に悩んでいる。個の自立を前提として、その人たちが緩やかにつながる
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新しい連帯のかたちが求められている。子ども家庭福祉も、社会的排除のない
ソーシャル・インクルージョン（社会的包摂）の視点に立ち、官民協働の福祉
の姿をめざしていくことが必要とされる。「子どもを生まない、育てない社会」
から「子育ち・子育て、いのちを育むことが正当に評価される社会」へ、「孤
立と分断」から「連帯と共生」の社会への移行が必要とされている。

文献
１）柏女霊峰編［2005］『市町村発子ども家庭福祉―その制度と実践』ミネルヴァ

書房
２）柏女霊峰［2008］『子ども家庭福祉サービス供給体制―切れ目のない支援

をめざして』中央法規
３）柏女霊峰［2009］『子ども家庭福祉論』誠信書房
４）柏女霊峰［2010］「「こうのとりのゆりかご」が問いかけるもの」日本子ど

も虐待防止学会『子どもの虐待とネグレクト』第12巻第２号　日本子ども
虐待防止学会

５）こうのとりのゆりかご検証会議編［2010］『「こうのとりのゆりかご」が問
いかけるものーいのちのあり方と子どもの権利―』明石書店

６）柏女霊峰［2005］『こころの道標』ミネルヴァ企画
７）社会保障審議会児童部会児童虐待等要保護事例の検証に関する専門委員会

『子ども虐待による死亡事例等の検証結果等について』第１- ６次報告
８）社会保障審議会児童部会児童虐待等要保護事例の検証に関する専門委員会

［2008］『第１次報告から第４次報告までの子ども虐待による死亡事例等の
検証結果総括報告』

９）全国社会福祉協議会［2010］『全社協　福祉ビジョン2011―ともに生きる
豊かな福祉社会をめざして』

10）厚生労働省［2010］「障害児に対する支援について」平成22年12月15日　
第７回基本制度ワーキングチーム説明資料

11）少子化社会対策会議［2010］「子ども・子育て新システムの基本制度案要綱」
12）子ども・子育て新システム検討会議作業グループ３ワーキングチーム配布

資料
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幼保一体化について（案）

平成２３年１月２４日

第６回 幼保一体化ワーキングチーム資料

子ども・子育て新システム検討会議作業グループ

幼保一体化ワーキングチーム（第６回）

平成２３年１月２４日

資料１

1

目 次
Ⅰ 幼保一体化の目的

（１） 質の高い幼児教育・保育の一体的提供
（２） 保育の量的拡大
（３） 家庭における養育支援の充実

Ⅱ 幼保一体化の具体的仕組みとその効果・進め方
１．幼保一体化の具体的仕組み

（１） 給付システムの一体化 ～子ども・子育て新システムの創設～
① 地域における幼児教育・保育の計画的整備 ～市町村新システム事業計画の策定～
② 多様な保育事業の量的拡大 ～指定制度の導入～
③ 給付の一体化及び強化 ～幼保一体給付（仮称）の創設等～

（２） 施設の一体化 ～こども園（仮称）の創設～

２．幼保一体化の効果・進め方
（１） 幼保一体化の効果

① 質の高い幼児教育・保育の一体的な提供
② 保育の量的拡大
③ 家庭における養育支援の充実

（２） 幼保一体化の進め方



159おおさか市町村職員研修研究センター

4

4　マッセ・セミナー
◆

◆

2

○ これまでの幼保一体化の取組については、

① 仕事と子育ての両立のための支援が進み、就学前の子ども（５歳児）の約６割
が幼稚園から小学校に入学する一方、保育所からも約４割の子どもが小学校に
入学する中で、幼稚園・保育所を問わず、希望する全ての子どもに対し、生涯に
わたる人格形成の基礎である質の高い幼児教育・保育を保障するという主として
幼児教育の振興の視点、

② 仕事と子育てを両面で支援するなど社会全体で次代を担う子どもの育ちを支
えるという主として次世代育成支援の視点、

③ 家庭や地域の教育力・子育て力の低下、保護者の多様なニーズ等を踏まえ、
家庭や地域の実情、保護者の多様なニーズ等に応じ、希望する全ての子ども及
び子育て家庭を支援するという幼児教育の振興・次世代育成支援共通の視点、

という３つの視点がある。 （参考資料Ｐ１参照）

Ⅰ 幼保一体化の目的

3

○ 以上を踏まえ、幼保一体化の目的は、次の３点とする。

（１） 質の高い幼児教育・保育の一体的提供
世界に誇る幼児教育・保育を全ての子に

（２） 保育の量的拡大

男女がともにあらゆる場面で活躍できる社会を目指し、女性の就労率向上や多
様な保育のニーズに対応する保育の量的拡大を図るために

（３） 家庭における養育支援の充実

支援を必要とする全ての親子が全ての地域であらゆる施設において支援を受け
られるように

※Ｐ．２～３は「幼保一体化の目的について（案）」（平成２２年１１月１９日
基本制度ワーキングチーム（第５回）資料１）より
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（１） 給付システムの一体化 ～子ども・子育て新システムの創設～

① 地域における幼児教育・保育の計画的整備 ～市町村新システム事業計画（仮
称）の策定～ 参考資料P2、P16参照

・ 市町村は、地域における幼児教育・保育の需要をはじめ、子ども・子育てに係る需
要の見込み及び見込量の確保のための方策等を内容とする市町村新システム事業
計画（仮称）を策定する。

・ 市町村は、当該計画に基づき、幼児教育の需要、保育の需要など、地域の実情等
に応じた幼児教育・保育の提供体制を計画的に整備する。

・ 家庭における養育を支援する事業（地域子育て支援拠点事業等）についても、当該
計画に基づき、計画的に推進する。

② 多様な保育事業の量的拡大 ～指定制度の導入～ 参考資料P3参照

・ 客観的基準を満たした施設及び多様な保育事業への財政措置を行うことにより、
多様な事業者の保育事業への参入を促進し、量的拡大を図る。
・ 待機児童の解消を図る観点も踏まえ、具体的枠組みを検討。

１．幼保一体化の具体的仕組み

Ⅱ 幼保一体化の具体的仕組みとその効果・進め方

※保育事業への参入については、質の担保のための客観的基準を満たすことが前提となるとともに、評価制度の導入等につい
ても検討。

5

③ 給付の一体化及び強化 ～幼保一体給付（仮称）の創設等～

（幼保一体給付（仮称）の創設）

・ 幼児教育・保育に係る給付を一体化した幼保一体給付（仮称）を創設することにより、
幼児教育・保育に関する財政措置に関する二重行政の解消及び公平性の確保を図る。

・ 幼保一体給付（仮称）については、保護者に対する個人給付を基礎とし、確実に幼児
教育・保育に要する費用に充てるため、法定代理受領の仕組みとする。

（公的幼児教育・保育契約（仮称））

・ 例外のない保育の保障の観点から、市町村が客観的基準に基づき、保育の必要性
を認定する仕組みとする。

・ 契約については、保育の必要性の認定を受けた子どもと受けない子どものいずれに
ついても、市町村の関与※の下、保護者が自ら施設を選択し、保護者が施設と契約す
る公的幼児教育・保育契約（仮称）とする。

※ 例えば、以下の関与が考えられる。a)保育需要が供給を上回る場合、管内の状況を把握し、必要に応じてあっせんする。 b)
ひとり親家庭の子ども、虐待事例の子ども、障害のある子どもなど、優先的に利用を確保すべき子どもについて、受入可能な
施設をあっせんする。 c) 契約による利用が著しく困難な場合には、市町村による措置による利用の仕組みを検討する 等

・ 公的幼児教育・保育契約（仮称）については、「正当な理由」がある場合を除き、施設
に応諾義務を課す。ただし、入園希望者が定員を上回る場合に限り、選考基準の公開
等を条件に、建学の精神に基づく入園児の選考を認める※。

※ 建学の精神に基づく選考とは、例えばクリスチャンの優先など。

・ 入園できなかった子どもについては、必要な幼児教育・保育が保障されるよう、市町
村に調整等の責務を課す。

参考資料P4～11参照
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（給付の内容）

・ 給付については、質の確保・向上が図られた幼児教育・保育を提供するために必要
な水準の給付を、すべての子どもに保障する（公定価格）。ただし、特色ある幼児教育
など付加的な幼児教育・保育を行う施設については、その対価として上乗せ徴収を行う
ことを認める。なお、上乗せ徴収を行う場合、徴収額の上限は設定しないが、施設が説
明責任を果たすこと※などを義務づける。

※ 例えば、上乗せの理由について、施設が情報開示すること等が考えられる。

（給付の一体化及び強化）

・ 給付を一体化した幼保一体給付（仮称）においては、例えば、現行制度でいえば、幼
稚園型認定こども園の保育所機能部分、保育所型認定こども園の幼稚園機能部分に
ついても基準を満たせば財政措置を講ずる。

・ また、調理室等への補助制度を創設するとともに、配置基準の見直し等を行う。

・ このような給付の一体化及び強化により、こども園（仮称）への移行をはじめとして、
各施設が幼児教育・保育機能を強化し、幼児教育・保育の質の確保及び待機児童の解
消が図られるよう政策的に誘導するとともに、幼児教育・保育のさらなる質の向上を図
る。

7

（２） 施設の一体化 ～こども園（仮称）の創設～ （参考資料P12～14参照）

① 幼児教育・保育及び家庭における養育支援を一体的に提供するこども園（仮称）を
創設する。

② こども園（仮称）の創設により、次の内容を実現する。

ア 学校教育法及び児童福祉法上の位置づけの付与による幼児教育・保育の質の保障

・ 現行の保育所における幼児教育に対し学校教育（一条学校）としての位置づけを付与
するとともに、現行の幼稚園の預かり保育に対し児童福祉としての位置づけを付与する。

・ これにより、学校としての基準（学級担任制、面積基準等）と児童福祉施設としての基
準（人員配置基準、給食の実施等）を併せ持つ基準を適用し、質の高い幼児教育・保育
を保障する。

イ 保育の量的拡大
幼稚園が保育機能を強化することにより、保育の量的拡大を図る。

ウ 家庭における養育の支援の強化

幼稚園・保育所が、地域の拠点として、地域の子ども・家庭に対する養育の支援を必
須の事業として実施することにより、地域の子ども・家庭に対する養育の支援機能を強
化する。

エ 二重行政の解消

現行の幼稚園、保育所、認定こども園に対する行政庁（地方公共団体）の認可・認定
を一本化することにより、二重行政の解消を図る。

オ 幼児教育・保育内容の統一

幼稚園教育要領と保育所保育指針を統合した新たなこども指針（仮称）の策定により、
幼児教育・保育の内容の統一を図る。
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２．幼保一体化の効果・進め方

（１） 幼保一体化の効果

① 質の高い幼児教育・保育の一体的提供
ア 地域における幼児教育・保育の計画的整備及びこども園（仮称）等により、質の確保された

幼児教育・保育が一体的に提供される。
イ 配置基準の見直し等により、幼児教育・保育の質がさらに向上する。

② 保育の量的拡大
ア 幼稚園からこども園（仮称）への移行により、保育の量的拡大が図られる。

イ 客観的基準を満たした施設及び保育ママ等の多様な保育事業への財政措置（指定制）によ
り、保育の量的拡大が図られ、アと併せ、待機児童の解消につながる。

③ 家庭における養育支援の充実
幼稚園・保育所からこども園（仮称）への移行及び市町村による家庭における養育を支援す
る事業（地域子育て支援拠点事業等）の推進等により、家庭における養育の支援機能が強
化される。

（２） 幼保一体化の進め方 参考資料P15～16参照

・ 国においては、幼保一体化を含む子ども・子育て支援に関する基本方針を策定するとともに、給
付の一体化及び強化等によりこども園（仮称）への移行を政策的に誘導する。

・ 都道府県については、広域自治体として、市町村の業務に関する広域調整等を行う。

・ 市町村においては、国による制度改正及び基本方針を踏まえ、市町村新システム事業計画（仮
称）に基づき、地域における、満３歳以上の共働き家庭の子どもの状況、満３歳以上の片働き家
庭の子どもの状況、満３歳未満の共働き家庭の子どもの状況など、地域の実情等に応じて、必
要なこども園（仮称）、幼稚園、保育所※等を計画的に整備する。
※３歳以上児を対象としない現在のいわゆる乳児保育所のような保育所。

※具体的な施策については、今後、地方自治体、関係者等と十分に協議を行う。
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参考資料（案）

平成２３年１月２４日

第６回 幼保一体化ワーキングチーム資料

子ども・子育て新システム検討会議作業グループ

幼保一体化ワーキングチーム（第６回）

平成２３年１月２４日

資料２

1

平成１６～
１７年度

これまでの幼児教育の振興及び次世代育成支援改革の流れ

○中央教育審議会
答申
（平成17年1月）

・幼児教育は、保育所等で
行われる教育も含む幼児
が生活するすべての場に
おいて行われる教育

・家庭・地域社会・幼稚園
等施設の三者による総合
的な幼児教育の推進

・発達や学びの連続性を
踏まえた幼児教育の充実
（幼小の連携・接続）

○中央教育審議会
幼児教育部会と
社会保障審議会
児童部会の合同
の検討会議
（平成16年12月）

・幼児教育の観点と
次世代育成支援の観点
から検討

・親の就労事情等にかかわ
らず、幼児教育・保育の
機会を提供することが
基本

・加えて、子育て家庭への
相談、助言、支援や、
親子の交流の場を提供
することが重要

○中央教育審議会
答申
（平成17年1月）

・幼児教育は、保育所等で
行われる教育も含む幼児
が生活するすべての場に
おいて行われる教育

・家庭・地域社会・幼稚園
等施設の三者による総合
的な幼児教育の推進

・発達や学びの連続性を
踏まえた幼児教育の充実
（幼小の連携・接続）

○中央教育審議会
幼児教育部会と
社会保障審議会
児童部会の合同
の検討会議
（平成16年12月）

・幼児教育の観点と
次世代育成支援の観点
から検討

・親の就労事情等にかかわ
らず、幼児教育・保育の
機会を提供することが
基本

・加えて、子育て家庭への
相談、助言、支援や、
親子の交流の場を提供
することが重要

平成２１年度

○子ども・子育てビジョン
（平成22年1月）

・保育所の待機児童を一刻も
早く解消するため、既存の
社会資源を最大限に有効活
用することなどにより、サ
ービスを拡充するとともに、
すべての子どもがどこに
生まれても質の確保された
幼児教育や保育が受けられ
るよう、幼児教育、保育の
総合的な提供（幼保一体化）
を含めて、子どもや子育て
家庭の視点に立った制度
改革を進めます。

○子ども・子育て新システ
ムの基本制度案要綱
（平成22年６月）

・幼稚園・保育所・認定こど
も園の垣根を取り払い新た
な指針に基づき、幼児教育
と保育をともに提供するこ
ども園（仮称）に一体化。

・こども園（仮称）につい
ては、「幼保一体給付（
仮称）」の対象。

・幼稚園教育要領と保育所保
育指針を統合し、新たな指
針（こども指針（仮称））
を創設。

・資格の共通化を始めとした
機能の一体化を推進。

・多様な事業主体の参入。

○子ども・子育てビジョン
（平成22年1月）

・保育所の待機児童を一刻も
早く解消するため、既存の
社会資源を最大限に有効活
用することなどにより、サ
ービスを拡充するとともに、
すべての子どもがどこに
生まれても質の確保された
幼児教育や保育が受けられ
るよう、幼児教育、保育の
総合的な提供（幼保一体化）
を含めて、子どもや子育て
家庭の視点に立った制度
改革を進めます。

○子ども・子育て新システ
ムの基本制度案要綱
（平成22年６月）

・幼稚園・保育所・認定こど
も園の垣根を取り払い新た
な指針に基づき、幼児教育
と保育をともに提供するこ
ども園（仮称）に一体化。

・こども園（仮称）につい
ては、「幼保一体給付（
仮称）」の対象。

・幼稚園教育要領と保育所保
育指針を統合し、新たな指
針（こども指針（仮称））
を創設。

・資格の共通化を始めとした
機能の一体化を推進。

・多様な事業主体の参入。

幼
児
教
育
の
振
興

次
世
代
育
成
支
援
改
革

○学校教育法の改正
（平成19年6月）

・子どもが最初に入学する
学校として、幼稚園を最
初に規定

・幼稚園は義務教育及びその
後の教育の基礎を培うもの
であることを明確化

・家庭及び地域の幼児教育
支援に関する規定を新設

○認定こども園
制度の創設

（平成18年10月）

・親の就労にかかわらず、
すべての子どもに質の高い
幼児教育、保育、子育て
支援を総合的に提供

○認定こども園制度の
在り方に関する検討会
（平成21年3月）

・財政支援の充実及び二重行政の
解消

・保育制度改革の方向性を踏まえ、
今後、具体的な制度的検討を推進

・法施行後５年を経過した場合に
検討を行う旨が規定されている
が、保育制度改革に係る検討に
あわせて必要な見直しを実施

○これまでの議論の整理
（平成21年12月）

・育児休業～保育～放課後対策へ
の切れ目ないサービス保障

・すべての子育て家庭への支援
・利用者（子ども）中心
・潜在需要の顕在化及び量的拡大
・多様な利用者ニーズへの対応
・地域の実情に応じたサービス提供
・安定的・経済的に費用確保

○第１次報告
（平成21年2月）

・保育制度改革
・すべての子育て家庭に

対する支援
・情報公表・評価の仕組み
・財源・費用負担

平成１８～２０年度

○幼稚園教育要領の改訂
（平成20年3月）

・幼稚園教育と小学校教育
との連携・接続

・家庭・地域との連続性、
連携・支援

（保育所保育指針も幼稚園
教育要領と整合性を図り、
改訂）

○教育基本法の改正
（平成18年12月）

・「幼児期の教育」は、生涯
における人格形成の基礎を
培う重要なものであること
を新たに規定
（保育所等における教育を含む）

・幼稚園から大学までの体系
的・組織的教育の確保

○社会保障審議会
少子化対策特別
部会の設置
（平成19年12月～）
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・ 市町村は、幼児教育・保育に関する地域の需要やその提供体制など、子ども・子育て支
援に関するニーズ等を調査・把握する。

・ 市町村は、ニーズ調査等に基づき、幼児教育・保育に関する目標等を含む市町村にお
ける子ども・子育て支援に関する５年程度の計画（市町村新システム事業計画（仮称））を
策定する。

・ 市町村は、市町村新システム事業計画（仮称）に基づき、幼児教育・保育を含む市町村
における子ども・子育て支援の提供体制を計画的に整備する。

ⅰ） 目的

ⅱ） 具体的な内容

・ 全国どの地域においても、地域の実情に応じて、計画的に、幼児教育・保育及び家庭に
おける養育の支援等を漏れなく提供する。

市町村新システム事業計画（仮称）のイメージ

○ 目標値の設定
○ 日常生活圏域の設定
○ 需要の見込み
・ 幼児教育の需要
・ 保育の需要
・ 地域子育て支援の需要 等

○ 見込量の確保のための方策
・ こども園（仮称）
・ 多様な保育サービス
・ 地域の子育て支援事業 等

※５年ごとに計画を策定

市町村新システム事業計画（仮称）の策定（イメージ図）

3

その他の施設の届出

財政措置

こども園（仮称）等の認可事業の開始

指定＝幼保一体給付（仮称）の対象

【基準を満たさない施設】
（ベビーホテル等）

○ 新システムにおいて、指定制を導入し、客観的基準を満たした施設については、認可の有無に関わ
らず、同じ財政措置（幼保一体給付（仮称））の対象とする。

○ また、小規模保育サービス等多様な保育サービスについても、幼保一体給付（仮称）の対象とする。

○ なお、学校法人や社会福祉法人が設置・運営する認可施設については、法人に対する経営の関与
及び撤退の制限を通じて、地域における幼児教育・保育の安定的な提供が担保されていること等に
着目して、税制上の優遇措置を講ずる。

※上記のほか、現在、幼稚園及び保育所に講じられている事業に着目した税制上の優遇措置については、こども園（仮称）についても
講ずる。

幼稚園又は保育所の認可事業の開始

私学助成又は保育所運営費等の対象

認可外施設の届出

【現行制度】

財政措置
×

【認可施設と同等の基準を満た
す施設】

【新たな制度】

事業者

事業者

多様な保育サー
ビス事業の指定

こども施設（仮称）の指定

【多様な保育サービス】
（小規模保育サービス等）

×

【認可施設と同等の基準を満
たす施設】

【基準を満たさない施設】
（ベビーホテル等）

指定制度の導入
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幼保一体給付（仮称）の創設

＜現行制度＞ ＜新たな制度＞

保育の必要量
（「欠ける」程度）

保育所運営費４H

８H

安心こども基金

認定こども園の

保育所機能部分
保育所

財
政
措
置

利
用
者

負
担

所得に応じた
費用徴収

施設によって異なる

幼稚園

就園奨励費

私学助成
（預かり保育補助）

私学助成

保育の必要量
（「欠ける」程度）

４H

８H

認定こども園の

幼稚園機能部分

安心こども基金

施設によって異なる

財
政
措
置

利
用
者

負
担

※ 私立の場合

保育の必要量

保育給付（仮称）

長時間

主として保護
者の就労に
応じた時間

法律に基づき利用者が一部負担

３歳未満

保育の必要量

標準的な
教育時間

長時間

３歳以上

法律に基づき利用者が一部負担

○ 幼保一体給付（仮称）については、次のような給付構成を基本とする。

a. ３歳以上児に対する標準的な教育時間及び保護者の就労時間等に応じた保育に対応する幼児教
育・保育給付（仮称）

b. ３歳未満児の保護者の就労時間等に対応する保育給付（仮称）

幼児教育・保育給付（仮称）

5

新たな制度における契約方式

市町村

利用者 幼稚園

※市町村によっては、幼稚園が利用者に代わって幼稚園就園奨励費を代理受領し、
保育料の軽減を図る仕組みを取っている。

幼児教育

保育料

契 約

市町村

利用者 こども園
（仮称）

保育料

公的幼児教育・保育契約（仮称）

幼児教育・保育の提供

・質の確保された幼児
教育・保育の提供責
務
・利用者支援、調整

・質の高い幼児教育・
保育の提供

・応諾義務（正当な理
由のない場合）

【
幼
稚
園
】

【保
育
所
】

＜現行制度＞ ＜新たな制度＞

【
こ
ど
も
園
（仮
称
）
】

市町村

利用者 認可保育所

保育の実施

サービス提供

○ 幼保一体給付（仮称）については、保護者に対する個人給付を基礎とし、確実に幼児教育・保育に要する費用に充てるため、
法定代理受領の仕組みとする。

○ 例外のない保育の保障の観点から、市町村が客観的基準に基づき、保育の必要性を認定する仕組みとする。

○ 契約については、保育の必要性の認定を受けた子どもと受けない子どものいずれについても、市町村の関与※の下、保護
者が自ら施設を選択し、保護者が施設と契約する公的幼児教育・保育契約（仮称）とする。

※ 例えば、以下の関与が考えられる。a)保育需要が供給を上回る場合、管内の状況を把握し、必要に応じてあっせんする。 b)ひとり親家庭の子ども、虐待事例の
子ども、障害のある子どもなど、優先的に利用を確保すべき子どもについて、受入可能な施設をあっせんする。 c) 契約による利用が著しく困難な場合には、市町
村による措置による利用の仕組みを検討する 等

○ 公的幼児教育・保育契約（仮称）については、「正当な理由」がある場合を除き、施設に応諾義務を課す。ただし、入園希望
者が定員を上回る場合に限り、選考基準の公開等を条件に、建学の精神に基づく入園児の選考を認める。

※ 建学の精神に基づく選考とは、例えばクリスチャンの優先など。

○ 入園できなかった子どもについては、必要な幼児教育・保育が保障されるよう、市町村に調整等の責務を課す。
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事業費
・冷暖房費、教材費、
食材費

施設整備
費等
・通常の施設
・大型遊具等

保育所
（支出）

課外活動に
かかる経費等

人件費

管理費
・光熱費

事業費
・冷暖房費、教材費、
食材費

施設整備
費等
・通常の施設
・大型遊具等

管理費
・光熱費

人件費

課外活動
にかかる経費等

幼稚園（Ａ）
（支出）

課外活動
にかかる経費等

事業費
・冷暖房費、教材費、
食材費

幼稚園（Ｂ）
（支出）

施設整備
費等
・通常の施設
・大型遊具等

人件費

管理費
・光熱費

新たな制度における価格設定のイメージ

＜現行制度＞

幼児教育・
保育給付
（仮称）

施設の
減価償却費

※法律に基づき
利用者が
一部負担

（低所得者には
一定の配慮）

実費徴収
（低所得者に対する補足的な

給付を行う）

＜新たな制度＞

Ｘ施設
（収入）

上乗せ徴収※
（入学金+保育料等）

※施設が説明責任を果たすこと等を義務付ける。
（上乗せの理由について情報開示すること等）

※上限設定はしない。

幼児教育・
保育給付
（仮称）

施設の
減価償却費

※法律に基づき
利用者が
一部負担

（低所得者には
一定の配慮）

実費徴収
（低所得者に対する補足的な

給付を行う）

Ｙ施設
（収入）

7

① 職員体制の強化
ア 職員配置基準（学級編制基準）の引き上げ

こども園（仮称）における幼児教育機能及び保育機能の充実等を図るため、職員配
置基準（学級編制基準）の引上げを検討。

幼児教育・保育の更なる質の向上①

（参考１） こども園（長時間利用［現行の保育所利用に相当］）

○ 指定都市・中核市における職員配置の上乗せ措置の状況は、以下のとおり。

（ケース１） （ケース２）
職員配置基準 １・２歳児 ６：１ → ４：１ 又は ５：１

３歳児 ２０：１ → １５：１ 又は ２０：１
４・５歳児 ３０：１ → ２０：１ 又は ２５：１

（参考２）こども園（短時間利用［現行の幼稚園利用に相当］）

○ 小学校１年生における学級編制基準の見直し（４０人→３５人［Ｈ２３年度から］）
やこども園（長時間利用）の４・５歳児の上乗せの状況から、以下のケースが考えられる。

１学級当たり ３５人 → ２５人（ケース１）又は３０人（ケース２）
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イ 看護師の配置

こども園（仮称）における体調不良児への対応、園児の健康管理、施設の衛生管理
の充実を図るため、看護師の配置を検討。

※ こども園（仮称）における体調不良児対応を図るため「子ども・子育てビジョン」では、全施設で体調不良児対
応に取り組むことが平成２６年度までの数値目標として掲げられている。

幼児教育・保育の更なる質の向上②

（参考３）こども園（長時間利用［現行の保育所利用に相当］

○ 保育所では、児童・家族に直接関わらない業務（勤務表等の作成、施設維持管理や安全
点検等）についても相当程度、直接処遇職員である保育士が担っており、研修の機会等
が限られている現状。

○ 介護保険のデイサービスでは、事務職員の費用が報酬上含まれているが、保育所の運営
費には、事務職員の費用は含まれていない。

○ 以上を踏まえると、以下のケースが考えられる。

（ケース１） 事務職員を新たに配置
（ケース２） 主任保育士の代替職員（保育士）を配置
※ 負担軽減により、日々の児童記録の作成、園内研修、園外研修等の時間に充てること

が可能

9

③ 職員の処遇改善

他の産業に比べて低い賃金を改善し、一定の資質を確保した職員の定着を図ることを検討。

幼児教育・保育の更なる質の向上③

（参考）職員の平均給与月額

25～29歳 30～34歳

保育士 約26万円 約27万円

幼稚園教諭 約27万円 約29万円

全産業平均 約33万円 約39万円

（参照）平成21年賃金構造基本調査結果

※ 平均給与月額は、賞与その他特別給与額を含んだ年間給与額を基に算出。
※ 職種別・年齢区分別データにおいて幼稚園教諭は女性のみのデータであることから、上記対象職種にお

いても女性の数値を使用している。
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④ 減価償却費の導入

イコールフッティングの観点から、減価償却費相当額を給付費に含めて支給する方式
に改めることを検討。

※ 緊急的に基盤整備（幼稚園がこども園（仮称）となる場合の調理室の設置等）が必要となる場合等について、施
設整備費としての補助を行うことを検討。

幼児教育・保育の更なる質の向上④

（参考）
次世代育成支援のための実態調査（※）によると、
・ １施設あたりの減価償却費は、４０８万円／年

（過去３か年平均。施設整備費以外の費用も含む。）
保育所１カ所あたり平均定員９０人をもとに児童一人当たりの費用を試算すると、
約３８００円／月 ※次世代育成支援のための実態調査（H21年度：凸版印刷）

11

⑤ 給付率の改善

○ 現行の給付率は、保育所が６割、幼稚園が５割となっており、他の社会保障制度に比べ
て給付率が低く設定されている。

⇒ 給付率の改善が検討課題。

○ 第７回基本制度ワーキングチーム（１２月１５日）の資料３「費用推計」（量的拡充）
に基づき、給付率の改善を行った場合の追加費用を機械的に試算。

（１）こども園（仮称）（長時間利用［現行の保育所利用に相当］）

○ 現行の給付率（６割）から１割引き上げた場合 ＋約2400億円
（25,29年度）

（２）こども園（仮称）（短時間利用[現行の幼稚園利用に相当]）

○ 現行の給付率（５割）から１割引き上げた場合 ＋700億円
(25.29年度)

25年度 29年度

12,900億円 15,100億円

（参考）

給付額
（量的拡充）

幼児教育・保育の更なる質の向上⑤

25年度 29年度

3,500億円 3,300億円

（参考）

給付額
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こども園（仮称）の創設

○ 新たに「こども園（仮称）制度」を創設する。

○ 「こども園（仮称）」は、学校教育法、児童福祉法及び社会福祉法において、各々、１条学校、児童福
祉施設及び第２種社会福祉事業として位置づける。

○ 「こども園（仮称）」は、幼児教育・保育及び家庭における養育の支援を一体的に提供する施設とし、
満３歳以上の子どもの受入れを義務付けることとする。
ア 満３歳以上児については、標準的な教育時間の学校教育をすべての子どもに保障。

また、学校教育の保障に加え、保護者の就労時間等に応じて、保育を必要とする子どもには保育を保障。

イ 満３歳未満児については、保護者の就労時間等に応じ、保育を保障。

○ なお、満３歳未満児の受入れは義務付けないが、財政措置の一体化等※により、満３歳未満児の受
入れを含め、こども園（仮称）への移行を促進する。
※例えば、現行制度でいえば、幼稚園型認定こども園の保育所機能部分、保育所型認定こども園の幼稚園機能部分についても基準を
満たせば財政措置を受けられるようにすることや、調理室等への補助制度を創設することなど。

満３歳以上

満３歳未満

長時間

教育
（学校教育）

標準時間

満３歳以上

満３歳未満

保育に欠ける
保育所の認可

教育
（学校教育）

教育
（学校教育）

ー ー

ー

ー

保育
（児童福祉）

保育
（児童福祉）

満３歳以上

満３歳未満

保育を必要
とする

教育
（学校教育）

保育を必要
としない

こども園（仮称）の認可

教育
（学校教育）

保育
（児童福祉）

ー 保育
（児童福祉）

保育に欠けない

新制度現行制度
幼稚園の認可

13

こども園（仮称）の創設
～二重行政の解消～

○ 現行の幼保連携型認定こども園を運営するためには、幼稚園、保育所、認定こども園
に対する行政庁の認可・認定が必要となっている。

○ こども園制度（仮称）においては、こども園（仮称）の認可に一本化される。

認定こども園

幼稚園 保育所

こども園（仮称）

こども園（仮称）

幼稚園担当 認定こども園担当 保育所担当

認可

こども園（仮称）担当

認可認定認可

行政庁（地方公共団体） 行政庁（地方公共団体）
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14０歳 ６歳

接続

連携

３歳

教 育
（発達の援助）

養 護
（生命の保持・情緒の安定）

こども指針（仮称）上の取扱い案（イメージ図）

発達や学びの連続性

子
ど
も
の
生
活

家庭教育

又は

家庭に代わる施設での教育

小学校以降の

教育につながる

学校教育

小学校以降

の教育

15

①幼保一体化の進め方（イメージ）①
・ 国においては、幼保一体化を含む子ども・子育て支援に関する基本方針を策定するとともに、財
政措置の一体化及び強化によりこども園（仮称）への移行を政策的に誘導する。

・ 市町村においては、国による制度改正及び基本方針を踏まえ、市町村新システム事業計画（仮
称）に基づき、地域における、満３歳以上の共働き家庭の子どもの状況、満３歳以上の片働き家
庭の子どもの状況、満３歳未満の共働き家庭の子どもの状況など、地域の実情等に応じて、必要
なこども園（仮称）、幼稚園、保育所※等を計画的に整備する。
※３歳以上児を対象としない現在のいわゆる乳児保育所のような保育所。

○ 人口減少地域

・ 幼児教育や保育のニーズの増大に応じ、こども
園（仮称）を始め地域の実情等に応じた幼児教
育・保育の提供体制の整備を行う。

・ 子どもの減少に応じ、市町村の計画に基づき、既存施設のこども園（仮称）への移行を推進する。

（例）

幼稚園

幼稚園

幼稚園

保育所

保育所

保育所

○ 都市部

・ 将来的に、子どもの減少局面を迎えたときには、
市町村の計画に基づき、既存施設のこども園
（仮称）への移行を推進する。

幼稚園 幼稚園

幼稚園

幼稚園

保育所

保育所 保育所

こども園（仮称）
（0～5歳児対象）

保育所

幼稚園

こども園（仮称）
（3～5歳児対象）

幼稚園
幼稚園

保育所

保育ママ

保育ママ

小規模保育
サービス

小規模保育
サービス

保育所

こども園（仮称）
（0～5歳児対象）

こども園（仮称）
（0～5歳児対象） こども園（仮称）

（0～5歳児対象）

こども園（仮称）
（0～5歳児対象）こども園（仮称）

（3～5歳児対象）

こども園（仮称）
（0～5歳児対象）

こども園（仮称）
（0～5歳児対象）

こども園（仮称）
（0～5歳児対象）

こども園（仮称）
（3～5歳児対象）
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指定＝幼保一体給付（仮称）の対象

②幼保一体化の進め方（イメージ）②

保育の需要

市町村新システム事業計画（仮称）

需要の調査・把握

計画的な整備

財政措置

※１ ３歳以上児を対象としない現在のいわ
ゆる乳児保育所のような保育所。

※２ 例えば、保育ママ等

例 満３歳未満の子どもを
持つ共働き家庭 等

幼児教育の需要

例 満３歳以上の子どもを
持つ片働き家庭 等

例 満３歳以上の子どもを持つ共働き家庭 等

子ども・子育てに関する需要

こども園（仮称）

幼稚園

保育所※１

多様な保育サービス※２


